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巻頭言 平和学会のこれから：いっそうの発信、交流を 

 

 高原孝生（第 20 期副会長） 

 
「われらは，平和を維持し、専制と隷従、圧迫と偏狭

を地上から永遠に除去しようと努めてゐる国際社会に

おいて、名誉ある地位を占めたいと思ふ。」 他国との

関係の中で、自国のありようを意識し、身を正すこと。

つまりは国際社会の中で「他者感覚」を持つこと。日本

国憲法前文のこの一節は、かつて敵国同士だった国の一

つで少年時代の一時期を過ごした経験のせいか、「われ

らとわれらの子孫のために・・・政府の行為によつて再

び戦争の惨禍が起ることのないやうにすることを決意

し」た、という一節と共に、特に私には印象の強い部分

である。初めて読んだ中学生の頃、この前文を持つ憲法

に何か勇気づけられるような気持を覚えたのを思い出

す。そうした平和憲法が示す姿勢をとるよう政府に求め

続けてきた有権者の多くは、昨年 12 月、自民党と日本

維新の会が大躍進した総選挙の結果に大きな衝撃を受

けることとなった。 

自公連立政権成立後の株価上昇と円安を受けて、主要

メディアは政権運営を概ね好意的に報じる傾向がある。

しかし、進まぬ震災からの復興、収束せぬ原発事故、外

交の失敗による領土紛争の浮上、やまぬ経済格差の拡が

り、教育の右傾化、危険な普天間基地一つ閉鎖できずに

いるところへ「主権回復の日」記念式典を強行しようと

する政権の不見識等々、ここで縷々述べ始めるまでもな

く、未解決の課題や懸念されることは多い。そしてこの

夏の参院選挙の結果によっては、本当に日本人は平和憲

法を失うことになってしまいそうだ。自民党の憲法草案

は昨年４月に発表され、インターネット上で見ることが

できるが、その立憲主義さえかなぐり捨てたような内容

には、慄然とさせられる。新首相の唱えてきた「戦後レ

ジームからの脱却」はご本人周辺の固い信条であり、単

なるスローガンではない。莫大な国益の損失と同胞への

迷惑をもたらしておいて、恬として恥じない「暴走老人」

がいるが、現首相の「暴走」が許されれば、日本は国際

社会で「名誉ある地位」を占めることなど、到底できな

い。 

そもそも北東アジアの大国である日本に右翼反動政

権が出現したということは、それ自体が国際的事件であ

る。しかし地域に走った緊張を、日本の為政者はさして

気にとめているようには見えない。現政権は米国との

「同盟」をことさらに重要視し、言葉の上で「価値の共

有」を掲げているのだが、戦後日本のレジームチェンジ

を標榜することが他ならぬその米国に対する挑戦なの

である。着任後さっそくの日米首脳会談を望んだ首相を、

オバマ政権はしばらく受け入れなかった。ようやく２月

下旬に実現した華府訪問では、通例の共同記者会見は開

かれず、オバマ大統領は発言の中で、尖閣問題にも普天

間基地問題にも触れなかった。現政権と距離を置きたい

という先方の姿勢は明らかである。それにもかかわらず、

なぜか日本の主要メディアは、「日米同盟は完全に復活

した」と述べ立てる昂揚した首相の姿ばかりを報じた。

外から見た日本と自己イメージとの間に、大きなギャッ

プが生じつつあるようにみえる。国民が政治リーダーを

選ぶ上で、これは深刻な問題ではないだろうか。 

国際社会の一員としての日本という観点から気にな

るもう一つの例は、新大久保や鶴橋で現出しているレイ

シストのデモだ。他国では犯罪となるような暴力的な言

辞を弱い立場のマイノリティに口汚く投げつける醜い

光景が、日本のイメージをどれだけ損ね、海外在住の同

胞に迷惑をかけることだろうか。これを野放しにするよ

うならば、過去を反省している、という日本人の言辞は、

不誠実に聞こえるばかりだろう。インターネットを通じ

て呼びかけられたカウンターデモがレイシスト団体を

圧倒し始めたというのは明るいニュースだが、油断はで

きない。 

NATO（No action, talk only）ということが、日本に

対して言われているという。40 周年を迎えた平和学会

は、いっそうの研究の充実に加え、アクションとしての

発信と交流を心がけたい。発信と交流の相手は国内にと

どめてはいけない。携わった諸会員の尽力で、昨年秋、

三重大学を会場として国際平和研究学会の総会が２０

年ぶりに日本で開かれ、それにリンクするかたちで秋の

研究集会も開催された。成果はこのニュースレターで報

告されるはずだ。これを引き継ぐべく、私たちは心をひ

きしめて新しい一年を迎えよう。
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二会員への追悼文 

 

越田清和会員が本年2月5日、そして村井吉敬会員が3月23日に逝去されました。越田会員は16期に渉外委員会委員

長を務めた他、理事を歴任され、さらにその多面的な市民活動は平和学会にも実践に向かうエネルギーを与えてくだ

さいました。村井会員は理事を8期連続で務め、16期には会長に就任、その際に平和学会賞、平和研究奨励賞の制定

に尽力されました。また『エビと日本人』などの著作で学会内外に大きな影響を与えました。このかけがえのない二

人の会員のご冥福をお祈りすると共に、追悼文をここに掲載いたします。 

 

 

 

追悼 越田 清和 会員 

 

越田会員の追悼文－コシダさんのくれた 3 つの学び 
 

 

勝俣誠 

 
越田さんの追悼文の打診を学会事務局から頂いたと

き、一瞬戸惑いました。なぜなら、私が彼に本格的に出

会ったのは確か1989年に北海道で開催された二風谷フ

ォーラムだったかと思います。それ以前から越田さんの

北海道時代も含めて、彼を語れる友人は数多くいるはず

です。私は彼と共に歩んだと言える運動仲間でもありま

せんでした。 

なのに、自分が追悼文のお誘いにハイとすぐ引き受け

ていいのだろうかと思いました。彼とともに考え、持続

的に闘った友人・会員はいないのか、そう考えました。

と同時に、「僕は書けません」と無下に断る傲慢さも感

じました。 

結局、別のネットワークで、彼の多くの友人が寄稿し

た追悼文集(インパクト出版会で近く出版とのことで

す)に一人の寄稿者として書いたことと重なるかもしれ

ませんがと、引き受けました。 

平和学と平和運動の視点から越田さんの知識人とし

てのスタンスの 3 つの特徴について述べさせてもらい

ます。 

 

“脱制度型知識人だった越田さん” 

第 1 は、彼は、現代の制度によりかからないで考え、

かつ行動した知識人でした。確かに彼の亡くなる寸前ま

で北海道の大学の非常勤講師を務めていましたが、主た

る活動はいわゆるアカデミックなキャリア形成とは程

遠い知識人のスタイルをとっていました。 

大学人による時代の危機についての分析や提言の言

論・行動は日本の近現代でも大きな役割を果たしてきま

した。しかし、今日、大学そのものが、時代の直面する

平和の危機ないし課題に対して、どこまでその知的使命

を果たしているかは不透明となっています。 

「大学改革」が叫ばれていますが、その多くは、国

家および市場効率主導です。しかも少子化により、制度

としての大学は、しばしば学生を大学知の消費者ないし

購入者として位置づけだし、英語留学、企業インターン

というキャンパス

内の授業や演習以

外のサービスも競

って提供するよう

になりました。 

 

 

 

 

 

 

（右写真） 

第 4 回全国キャラ

バンで報告する越

田さん 

（北海道大学、

2012 年 8月 30日） 

 

越田さんは、こうした制度の生き残り策として時代の

変革よりも時代への適応を前面に出す知的生産の自律

性の危機を感じていましたが、制度の内側には身を置い

ていませんでした。 

だからこそ、平和学の研究者が作る平和学会という知

のコミュニティーでも、非大学人として、より自由な発

言と提案と行動ができたのかと思います。 

これは持論の学問上の優越を競い合うのではなく、よ

り人間的な世界を会員同志の研究の促進と共有によっ

て目ざすという価値指向の平和学会にとって、市民運動

からの分析・提言として力強い知的刺激を会員に与えて

くれたのではないかと思います。 

 

“今の生き方に未来が宿っている” 

第 2 は、彼の今風に言えばスロー生活スタイルです。

手段は目的を正当化するという考え方は、よりよい世界

に向けての変革運動の営みにおいて、しばしばその目的

のためには非人間的な他者の扱いや暴力を仕方がない
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ものとして認めてしまうことです。 

私の知る限り、越田さんはそのような、ともすると目

的を達するために少々痛いことを遣っても構わないと

考える友人ではありませんでした。それどころか、基本

的に非暴力・不服従の原則を貫いた方でした。私からし

てみれば、彼が日々実践する食べ方や人の接し方は、き

わめて緩やかで、相手の言い分を丁寧に聞く余裕のある

(＝豊かな)生き方をしている友人でした。 

「手段は目的を規定する」。あの高度成長期の 1960

年代から日本の社会・文化運動で決定的役割を果たした

住民運動やエコロジー運動の系譜に彼の生活スタイル

は位置づけられると思います。今の食べ方、他者との接

し方、運動のやり方そのものの中に、来るべき世界のあ

り方がすでに見えるのだというラジカルな思想(今すぐ、

ここで、hic et nunc）を身をもって生きたのだと思い

ます。 

 

“平和学の課題を豊かにした” 

そして、3 つ目は、彼の時代のもっとも平和を必要と

する人への視点です。彼は特に、アジアの先住民の大義

に大きなエネルギーを注ぎました。国際平和の主要課題

は、冷戦時代まで、国民国家間の平和的利害調整の問題

でしたが、越田さんは、国民国家の擬制のもとで国家の

庇護からもっとも見放された、ないし国家によって弾圧

されてきた人々の尊厳の回復にいつも注目してきまし

た。北海道、フィリピン、東チモールなどで、彼はこれ

らの人々に寄り添い、ともに闘うことで、平和学の地平

をより豊かにし、それによってより普遍的価値を高める

ことに貢献したのだと思います。 

こうしたことから、私は平和学会会員として、この同

僚・会員に感謝したいと思います。

 

 

追悼 村井 吉敬 会員 

追悼文 
 

中村尚司 

 
村井吉敬さんは、まことに不思議な人物である。いつ

の間にか、知らず知らずのうちに私の人生を左右してし

まった。もともと生まれ育った境遇も、学んだ教育機関

も、働いた職場もまったく共通しない。年齢も私が５歳、

年上である。わずか 5 歳とはいえ、私たちの世代にと

って、5 年間の差は大きい。戦争の最終段階に、疎開先

で国民学校初等科に入学した世代と、戦後教育しか体験

しない世代の違いである。大学 4 年生で安保闘争や炭

鉱閉山阻止闘争の高揚期を迎えた私たちと、学生運動の

混迷期や労働運動の退廃期に青春を送った村井さんの

世代との差は、単なる時間の長さで表現しきれない。 

アジア経済研究所という国策調査機関で働いていた

私は、何かの研究会で村井さんと顔を合わせていたかも

しれない。とはいえ、私はスリランカの経済調査、村井

さんはインドネシア社会の研究者だった。お互いに記憶

に残る対話をしたとも思えない。私が 38 歳の頃、村井

さんから話したいという連絡があった。約 2 年インド

ネシアに出かけるため、香港に本部のあるＡＲＥＮＡ

（Asian Regional Exchange for New Alternatives）と

いうＮＧＯの運営委員を代わってくれないかという相

談である。私はありふれた御用学者で、海外経済協力基

金（ＯＥＣＦ）や国際協力事業団（ＪＩＣＡ）のフィー

ジビリティ調査等を引き受けてはいたが、ＮＧＯについ

ては経験がなかった。なぜ村井さんから依頼を受けるよ

うになったのか、いまだにわからない。おそらくは鶴見

良行さんか、内海愛子さんの推薦であろう。 

軽い気持ちで引き受けた村井さんの代行が、係わる団

体が変わったものの、なぜか人間的には今日まで続いて

しまっている。香港に行ってみて驚いた。私の慣れ親し

んだ国策調査の世界とは大違いである。そのころ、広く

アジアをカバーする開発独裁批判の交流組織は、スラ

ク・シヴァラクサさんをリーダーとするＡＣＦＯＤ（バ

ンコク本部）とＡＲＥＮＡだけであった。運営委員は全

員 35 歳以下で会った。会長には 30 歳を超えたばかり

のスリチャイ・ワンゲーオ氏（タイ人の元東京大学留学

生）、事務局長にはインド人のローレンス・スレンドラ

氏を選出した。最年長の私から、運営委員の 40 歳定年

制を提案し、可決された記憶がある。 

ＡＲＥＮＡは、おもにオランダや西ドイツの財団から

支援を受けていたが、いつも金欠病だった。事務所の家

賃や定期刊行物の印刷費も滞っていた。博打嫌いの私が、

競輪事業の助成金を申請し、１千万円をもらったほどで

ある。国際交流基金や日本学術振興会などの国策機関か

ら派遣される場合と違って、貧乏団体の運営委員に経済

的な利得は何もない。旅費も滞在費も自腹で行くことが

多い。村井さんとの出会いがきっかけで、そんな渡世人

の世界に足を踏み入れ、いまだに抜け出せていない。不

思議な魅力のある人物だ。 

２年後に復帰した村井さんは、ＡＲＥＮＡ会長に選ば

れ苦労が続いた。しかし、今度は私がスリランカへの長

期滞在に逃げてしまった。どのような内紛や経済的な苦

境に直面しても、感情を表に出さず、妥当な解決案を模

索する村井さんの姿を遠くから眺めていた。東京では、

長くアジア太平洋資料センターの代表を引き受け、『オ

ルタ』誌の存続に心血を注いでいた。 
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バイクタクシー（オジェ）に乗る村井さん（インドネシア・マルク

州セラム島、2011 年 2 月 4 日、撮影・長津一史） 

 

そのあと村井さんとは、いろんな調査旅行を一緒にす

るようになった。西川潤団長のもと、中国少数民族を訪

問する旅は楽しかった。ＰＡＲＣのエビ研究会ではよく

合宿し、議論を重ねたものである。圧巻は、村井さんが

知人から借り上げた貨客船に乗って、スラヴェシ海から

アラフラ海まで５３日間をかけたヌサンタラ航海の

日々であった。西陣の貧民街で育った私と異なり、日本

一の煙草王で明治期の高額納税者の家系に生まれた村

井さんが、なぜ「いま、ここ」を抜け出そうとするのか、

いくぶんか解るようになった船の旅でもある。 

ピープルス・プラン２１（ＰＰ２１）の集まりでは、

水俣に通うことが多くなった。水俣病患者会の人々との

話し合いで、村井さんを一番感動させた言葉は、「じゃ

なか娑婆」である。その意味は、いまここの暮らしから

抜け出し、人間らしい暮らしのできる世界を目指すこと

である。普通の納税者の眼から見たＯＤＡ批判の活動、

学者研究者の団体にとどまらず民衆運動を支える日本

平和学会の改革、インドネシアから独立する東チモール

の支援など、いずれをとっても現状を抜け出したい、と

いう村井さんの思いが届いている。香港の“New 

Alternatives”、ＰＡＲＣの『オルタ』、水俣の「じゃな

か娑婆」に貫通する営みこそ、歩きながら考える村井さ

んの真髄である。 

広い草原で蝶々を追いかける少年、それが私の目に映

る村井吉敬の姿である。一緒に旅をしたり、支えたりし

た運動のかずかずを振り返えると、オルタを目指す村井

さんがいなかったら、私はそのいずれにも参加しなかっ

たに違いない。理想を追い続ける若い友を失った私にと

って、残るのは言いようもなく悲しい余生である。

 

 

2012年度秋季研究集会概要 
テーマ 

グローバル化した世界における平和と正義を目指して：アジアからの視点 

 
 

部会（分科会からの立ち上げ部会）「琉球独立と平和学」 

パネラー：松島泰勝（龍谷大学）「琉球の脱植民地化、独立、平和―琉球は「日本固有の領土」

なのか―」 

パネラー：富山一郎（同志社大学）「独立 について―日本の国家主権からおりるということ、

琉球民族の主権を獲得するということ―」 

パネラー：友知政樹（沖縄国際大学）「MV-22オスプレイの琉球（沖縄）強行配備にみる琉球

（沖縄）差別～第五次琉球処分の視点から～」 

コーディネーター：竹尾茂樹（明治学院大学） 

ディスカッサント：青柳寛（国士舘大学） 

 
このパネルは「琉球・沖縄・島嶼国及び地域の平和」

分科会による開催で、2010年度秋期研究集会において

企画された「人民の自己決定権と沖縄―自治・独立・平

和の実現を目指して」を引継ぐものであった。2011年

の東日本大震災や福島原発事故などの大きな社会の変

動を経験しながら、琉球をめぐる状況にはどのような変

化があるのか、ないのか。日本や東アジア・アメリカを

含む政治と社会の情勢の中で、複数の視点をもって分析

と検討を行うことを目指した。パネルは 松島泰勝（龍

谷大学）「琉球の脱植民地化、独立、平和―琉球は「日

本固有の領土」なのか―」、 友知政樹（沖縄国際大学）

「MV‐22オスプレイの琉球(沖縄) 強行配備にみる琉

球(沖縄)差別― 第五次琉球処分の視点から ―」、富山一

郎（同志社大学）「独立 について―日本の国家主権から

おりるということ、琉球民族の主権を獲得するというこ

と―」であり、ディスカッサントに青柳寛（国士舘大学）

を迎えた（敬称略）。部会の前に寄せられた青柳のまと

めによれば、このパネルの共有する問題提起は１）琉球

の人々の自己決定能力の獲得を再確認すること（self 

empowerment）２）琉球の置かれてきた植民地的状況

を黙視してきた日本社会の常識の転覆を求めること

（paradigm shift）３）国連や国際法で認められている

先住民族の自己決定権の行使を琉球にも適用して、国際

社会の認知を求め、琉球の未来についての具体的な構想
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を示すこと、の３点である。 

松島は、近現代における琉球の政治社会的な位置を総

覧しつつ、琉球が日本と米国の両方に対して植民地の状

況にあることを確認した。その上で、広域に及ぶ米軍基

地の偏在などを解消するためにも、自己決定権行使の一

つの可能性として琉球独立があることを論じた。また東

アジアの安全保障維持、あるいは琉球の経済開発に関す

る懸念についても、他の島嶼国家の例などを示しながら、

独自の政策と自立への模索が可能であることを示した。 

友知は、米軍の海兵隊に配備される垂直離着陸輸送機

ＭＶ２２オスプレイが2012年10月に沖縄に配備され、

訓練を開始したことに焦点を当てて、地元メディアの報

道を克明に紹介しながら、日米両政府が地域住民の懸念

や反対をいかに蔑ろにしながら、配備の強行を行ったか

を分析した。同時にこうした住民不在の軍備強化が繰り

返される歴史的あるいは構造的な問題を指摘して、「第

５次琉球処分」と位置づけた。また友知はこうした状況

への総合的な分析と関与のためには「琉球独立総合研究

学会」の設立が求められ、現在準備中であることを披露

した。 

これに対して富山は琉球独立問題の立て方そのもの

を問い直した。国家形成の主体となる、領域や民族を措

定するプロセスにおいて、逆に現存する国家や資本主義

の構造そのものをなぞることになって、こうしたシステ

ムを崩して行くような根源的な「敵対性」を開く可能性

を封じてしまうのではないか、という。そして富山が提

示したのは、琉球において国家システムからも資本主義

からも外部化されてしまった、土地も持たない流民とも

言うべき人々のもつ意味である。それは蘇鉄地獄を経験

した後に、琉球を去り他の地域に移動した人たち、ある

いは奄美諸島が琉球から分断されて、逆に沖縄に底辺労

働者として移住する人たちである。これらの人々と「琉

球の独立」はいかに結びつくものであるのか？国家と資

本による包含と排除の構造が形を変えて再編されつづ

ける中で、周縁化され、貪られる「植民地」状況からの

離脱と解放がどのような道筋によって可能になるのか、

という問いかけがなされたと考えられる。 

会場からは、以上の論議を踏まえつつ、軍事化と結び

ついた世界資本主義システムとこれを支える制度の批

判から、具体的な地域における制度改革についての議論

に結びつけることがよく見えて来ないという指摘もな

された。著者は、一連の議論を聞きながらG.オーウェル

『１９８４』の中で、強靭な国家システムに絡めとられ

て行く主人公が、解放の可能性は、周縁化されて労働力

のプールにもなっていない「プロレ」にのみ希望を託し

ていることを想起し続けていた。 

「沖縄問題」の出口の見えにくさが増す一方で、知的

な分析の方法と現実関与の可能性について、平和学はな

にが提供できるのであろうか？さらに今後の議論の重

層化と深まりが必須である。 

（竹尾茂樹 明治学院大学） 

 

 

（開催校部会）Round Table“Towards a just and peaceful regional order in Northeast Asia: 

How we can learn from the Helsinki Process?” 

Speaker: Francis Daehoon Lee, Sungkonghoe University, Republic of Korea 

Szu-chien Hsu, Institute of Political Science, Academia Sinica, Taiwan 

Masataka Nakauchi, Osaka University, Japan 

Noboru Miyawaki, Ritsumeikan University, Japan 

Chair:   Noriko Sado, Hiroshima Shudo University, Japan 

Working Language: English 

 
日本平和学会の創設 40 周年を前にして、学会のさら

なる発展を目指したさまざまな取り組みが始められて

います。学会活動の国際化はその取り組みのうちの一つ

です。このたびのラウンドテーブルは、国際化を目指す

努力の一環として、企画されました。具体的には、諸外

国の平和研究者と日本の平和研究者とのネットワーク

形成を意識した企画です。そのためスピーカーには日本

の平和研究者に加え、韓国および台湾の平和研究者を迎

え、対話の機会としました。このたびの秋季研究集会は、

IPRA（国際平和研究学会）と連続した日程で開催され

ました。そしてこのたびのラウンドテーブルのスピーカ

ーと参加者が、翌日に開催された IPRA の研究大会にお

ける日本平和学会提供パネルを通じても、継続的に議論

を深めることが期待されつつ企画されました。 

北東アジア地域は、軍備拡張、核兵器拡散、領土をめ

ぐる対立など、さまざまな課題を抱えています。このた

びのラウンドテーブルでは、北東アジアに公正で平和的

な地域秩序をもたらす道を探ることをねらいとしまし

た。そのためのアプローチとして、あらためて欧州の経

験、とくにヘルシンキ・プロセスをひも解くことで、北

東アジアへの示唆を得ることとしました。秋季研究集会

が開催された 2012 年秋は、おりしも中国や韓国と日本

の間で、領土問題を契機として国家間関係が悪化し、地

域的な緊張が従来になく高まっていました。このような

状況を受け、ラウンドテーブルではまず、各スピーカー

より北東アジア地域の状況をどのように捉えているの

かの現状分析を行い、そののち、欧州のヘルシンキ・プ

ロセスからの示唆を導き出す展開としました。そして、

これらスピーカーによる分析と検証ののち、参加者との

質疑により、議論を深めることとしました。 

北東アジア地域の現状について、Lee 氏より、経済関

係と安全保障環境の分断、共通の価値の欠落 

市民社会の脆弱性が指摘されました。Hsu 氏からは

中国の指導部の交代に伴う変化と台湾コミュニティの

複層化が指摘されました。また、中内会員より、安全保

障のジレンマ状況にあること、プレーヤー間に不信感が
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根強いことが強調されました。そして宮脇会員より、冷

戦期の欧州の状況と現在の北東アジアの状況の類似点

が指摘されました。 

ヘルシンキ・キプロセスに対して中内会員より、制度

作りによって地域の安全を強化してきた過程が示され

ました。その背景として中内会員は、東西間が共存する

必要性を欧州諸国が強く共有していたことを指摘しま

した。宮脇会員は、冷戦期においては人権規範をもちい

たトランスナショナル・アドボカシー・ネットワーク

（The Transnational Advocacy Networks )によるブー

メラン戦略が功を奏して東側の変革を促したことや、冷

戦後は紛争予防や民主的価値の促進を目的としたミッ

ションの積極的な活用により紛争予防や緊張緩和には

成果を上げたこと、加盟国の拡大により安全な地域を拡

大していることを指摘しました。Hsu 氏は、ヘルシン

キ・プロセスが国境線の不可侵や内政不干渉を確認する

と同時に、人権と民族自決の保障を確認したことが、長

期的に効果をもったことを指摘しました。そして地域内

で価値や原則を共有することの重要性を指摘し、市民社

会や専門家の責任を強調しました。Lee 氏は、ヘルシン

キ・プロセスからの教訓として、アジェンダ・セッティ

ングの重要性を指摘し、併せて市民社会の役割の重要性

を指摘しました。 

スピーカーの間での議論や参加者との質疑を通して

本ラウンドテーブルは、ヘルシンキ・プロセスから北東

アジアへの示唆を得るというねらいに対して、次の三つ

のことがらを導きました。第一に、ヘルシンキ・プロセ

ス が 採 用 し た 政 府 間 ／ 制 度 的 ア プ ロ ー チ

(Governmental/Institutional Approach)は北東アジア

においても有益でありえるが、その有効性はアジェン

ダ・セッティングに依存する。基本的人権は中国を含め

たすべてのアクターが共有する価値であり、政府間／制

度的アプローチのアジェンダとして有益である。第二に、

政府間／制度的アプローチは時間がかかりすぎるもの

であり、このアプローチとともにボトムアップ・アプロ

ーチ(Bottom-up Approach)もさらに活性化させる必要

がある。ボトムアップ・アプローチにおいて人々の声を

一つにまとめるために市民社会は重要な役割を果たす

が、市民社会に対して批判的精神で向き合うことが不可

欠である。第三に、私たちは今すぐに行動を起こす必要

がある。 

 

自由論題部会１  

報告者：杉木明子（神戸学院大学）「トランスナショナル化する『国内紛争』と 『ミクロ・

リージョン』：北部ウガンダ紛争の事例から」 

報告者：山根健至（立命館大学）「フィリピンにおける『参加型治安部門改革』の試み：安全

保障分野の民主化と市民社会の役割」 

討論者：栗本英世（大阪大学）、石井正子（大阪大学） 

司会者：戸田真紀子（京都女子大学） 

第二次世界大戦後の紛争はほとんど「国内紛争」であ

るが、反政府武装勢力の 55％が自国以外に拠点を置き、

紛争が近隣諸国に拡散している。北部ウガンダの反政府

勢力である「神の抵抗軍（LRA）」が始めた「北部ウガ

ンダ紛争」も、1980 年代後半にウガンダ北部のアチョ

リランドから始まり、1994 年頃から南部スーダンへ、

2005 年からコンゴ民主共和国東部へ、さらに 2008 年

末頃に中央アフリカ共和国へ拡散した。杉木報告によれ

ば、ウガンダ対スーダン、コンゴというライバル関係が

あったことと、コンゴと中央アフリカが「失敗国家」で

あったことなどが紛争拡散の理由である。「北部ウガン

ダ紛争」解決のためには「地域協力」が必要であるが、

政治指導者たちの紛争を解決する政治的意思が欠如し

ていることに加え、周辺諸国が軍事作戦を主導するウガ

ンダに対する不信を持っていることから、アフリカ連合

や米国の関与があっても、地域協力が進まないことが指

摘された。さらに、地域協力の枠組みとしては、「機能

主義型アプローチ」よりも「対話・コンセンサス型アプ

ローチ」が効果的であることが提起された。 

杉木報告の討論者である栗本会員からは、ウガンダ北

部と国境を接し LRA の活動地であったスーダン南部で

フィールド調査を行っていた時の経験や LRA の実態に

ついての説明がまずあり、その後、軍事的殲滅以外の選

択肢はないのか、南スーダンからコンゴ北部、中央アフ

リカ東部、スーダン西部ダルフールまでの広大な地域

（日本の倍ほどの面積がある）を「ミクロ」と呼んでよ

いのか、LRA はなぜ 25 年も継続しているのか、軍事的

殲滅以外の選択肢はないのか、指導者を殺害・逮捕すれ

ば解決するのか、責任者の処罰はどうするのかなどの質

問があった。 

独裁政権期に肥大化した国軍などの治安部門の改革

は、どの国においても困難な問題を抱えている。山根報

告が事例としたフィリピンにおいても、マルコス政権の

長い独裁時代にわたって、さらにはマルコス政権並みに

腐敗していたアロヨ前政権期にも、治安部門による人権

侵害が問題になった。すなわち現在のフィリピンでは、

独裁政権期に肥大化した治安部門が政治から撤退し役

割を縮小する過程で、人権侵害を抑制し法の支配を遵守

させるという体質改善面の治安部門改革が求められて

いる。そうしたなか、現在のベニグノ・アキノ 3 世政権

下では、国内安全保障政策である「バヤニハン」におい

て、「利害関係者の関与の制度化」として、治安部門改

革への市民社会の参画が進められている。それが可能と

なった要因として、報告では、アキノ大統領の政策スタ

ンス、国軍内の志向の変化、大統領の国軍人事などが指

摘された。さらに、国軍の作戦の作成、実施、評価の各



Vol.20 No. 3                   April 15, 2013 

 - 8 - 

段階に市民社会アクターが参加している状況が検討さ

れた。山根報告はアキノ政権が行っている治安部門改革

を安全保障分野の民主化（市民参加）の一例とし、この

参加型治安部門改革によって、市民社会アクターの監

督・政策提言能力の向上などが期待できること、加えて、

いくつかの課題を明らかにした。 

山根報告に対して討論者の石井会員からは、まず、フ

ィリピンでは市民社会が分裂しており、特に、左派の

NGO は共産党、新人民軍に近いという感想が示され、

報告者の山根会員からは、左派はバヤニハンを全く評価

しておらず、分裂はしているが、それぞれ役割を担って

いると客観的にみているという回答があった。 

続けて、石井会員からは、バヤニハンの実効性（市民

社会、国連の報告書によれば、アキノ政権下でも、国軍

の超法規的殺害や拷問は減っていない）、CMO につい

ての評価(人道支援として村に入って、ゲリラの指導者

を捕まえるための隠れ蓑にされる)、アロヨ政権下で肥

大化した準軍事組織の扱いなどについて質問があった。 

フロアからは、LRA 掃討作戦における AU と狙いに

ついて、ウガンダ政府の方針について、LRA が達成し

ようとしている目的について、フィリピンと沖縄の比較

について、フィリピンのメディアと政府との関係につい

て質問があり、活発な議論があった。皆様のご協力に感

謝申し上げる。 

                               

（戸田 真紀子） 

 

自由論題部会２ 

報告者：中村都（追手門学院大学）「人権としての平和の追求：カナダ先住民の事例を中心

に」 

報告者：永井義人（広島市立大学）「日朝関係と鳥取県における北朝鮮との地方間交流」 

討論者：松田哲（京都学園大学）、佐竹眞明（名古屋学院大学） 

司会者：大津留（北川）智恵子（関西大学） 
自由論題部会 2 では、中村都会員（追手門学院大学）

による「人権としての平和の追求：カナダ先住民の事例

を中心に」と、永井義人会員（広島市立大学（院））「日

朝関係と鳥取県における北朝鮮との地方間交流」の 2

本の報告があった。 

中村会員は、多文化主義の進んだ国という印象の強い

カナダが、歴史的に先住民の文化を抹消しようとする同

化教育政策をとっていただけではなく、近年においても

国連先住民族の権利宣言に腰が重いなど、積極的に先住

民の権利を守ろうとしていない実態を、所得や教育水準、

自殺率などの統計や現地での調査をもとに指摘した。具

体的にはマスキームの墓地の保存を巡る対立と、ブリテ

ィッシュ・コロンビア州と条約交渉中のフーコミーナム

の、文化・伝統を営む場としての伝統的領域に関する米

州人権委員会への訴えを取り上げ、先住民が自分たちの

祖先が集団所有していた土地に住む権利が、その土地の

豊かな資源を利用したい連邦・州政府によって損なわれ

ている構造を描き出した。その上で、文化的、伝統的な

生活を行うことは奪うことのできない人権であるとい

う視点から、カナダの先住民問題が解決に向けて進むべ

きであるとの報告であった。 

永井会員は、国交のない朝鮮民主主義人民共和国（以

下、北朝鮮）との間で、鳥取県の片山善博知事（当時）

が独自の交流関係を築いていた事例を取り上げ、国家の

外交と並行する地方間交流の可能性と限界を提示した。

2002 年 9 月の小泉純一郎首相（当時）の訪朝に先立ち、

2000 年に片山知事は北朝鮮との地域間交流を始めたが、

それは地域益の観点であると同時に、「一本しかないパ

イプは詰まりやすい」という発想にも立っており、地域

間の交流が国民意識に影響し、日朝関係の土台を変える

ことで、日本や北朝鮮、さらには北東アジアの平和につ

ながるという大きな観点にたつものであったと指摘し

た。また県レベルだけではなく、境港市と元山市との間

でも、1992 年に友好都市協定が結ばれ、交流が行われ

ていたにもかかわらず、小泉首相の訪朝後、交流が中断

し、2006 年 10 月の核実験によって同協定が破棄された

経緯も紹介された。地方間交流は国家レベルの外交の影

響を受けざるを得ず、地域発の関係が国家外交を一方的

に補完しようとしても限界があり、むしろ両者の間に双

方向的な相互作用を生むことで、日本の外交の幅が広が

ることを示した報告であった。 

中村報告に対して、討論者の松田哲会員（京都学園大

学）からは、スリランカの先住民の事例との比較がなさ

れた上で、カナダにおける先住民問題がアメリカなどと

比べて特異な点は何か、ケベック問題を抱えたカナダに

おいて先住民問題は分離独立につながる問題だったの

か、なぜ多文化主義の進んだ諸国が国連の先住民族の権

利宣言に否定的なのか、先住民が実質的に求めるものは

何であるのか、人権が回復されれば先住民の抱える社会

問題は解決するのかなどが問われた。中村会員からは質

問をまとめる形で、表面的に多文化主義が謳われながら

も、先住民が自尊心を奪われるなどして、政府との力の

差があまりに大きかったため、実質的に先住民の声が反

映されてこなかった実情の説明があった。また、自治を

求める先住民も少なくなく、言語などのアイデンティテ

ィを守り続けることや、奪われた土地を利用できること

で自律的な生活を取り戻したいという希望があること

が述べられた。 

永井報告に対して、佐竹眞明会員（名古屋学院大学）

から、国家のみが外交を行っているのではないという興

味深い報告であり、同時に環日本海交流で現在、北朝鮮

だけが抜け落ちている状況が残念であるとの指摘があ

った。その上で、自治体外交は他にもある中で鳥取県の

特徴とは何か、政府や関係者以外の鳥取県民の地域間交

流への反応はどうだったのか、地域間交流と国家の外交

を双方向的にするには何が必要なのかが問われた。永井

会員からは、理念ではなく地域益という実利に発してい

る点が特徴である、県民の意識調査はないものの、議会
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などの発言から、小泉訪朝までは好意的で期待も持たれ

たが、その後は拉致被害者への配慮が加わらざるを得な

かった様子が描かれた。また、国家の外交との関係では、

国家に鳥取県が北朝鮮と交流をしていること自体への

認識がほとんどなかった点が指摘され、地方分権が進む

中では状況が変化していくのではないかと述べられた。 

フロアからも活発な議論が展開された。中村報告をめ

ぐっては、カナダの平和維持軍が現地や軍内部で人種差

別的であることと先住民政策に関連性があるのか（木村

会員）、先住民の間でも分断があるのだろうし、連邦と

州あるいは州ごとにも違いがあるのか（吉田会員）、先

住民は土地と家を戻してもらい、安寧な家族と地域社会

を求めている（桂会員）、法治国家における土地所有と

先住民の土地への価値観はどういう関係なのか（田中会

員）などの質問やコメントがあった。永井報告をめぐっ

ては、捻じ曲げられた国益によって地域間交流がつぶさ

れたのではないか（木村会員）、最大の特徴は国交のな

い国との交流であろう、結局地域間交流が途絶えたのは

国家の影響なのか世論の影響なのか（吉田会員）、島根

県の事例と比較するとどうか（桂会員）、リージョナリ

ズムがナショナリズムに絡み取られ、人々や運動が抗っ

ているようだ（中山会員）などの質問やコメントがあっ

た。 

自由論題の二つの報告であるため、異なる事例と問題

関心に発しているものではあるが、国家という上からの

目線の政策と、先住民や自治体という下からの目線の動

きという構図が重なりあうものであった。最後に平和研

究として、報告者がどのように研究を展開する方向性が

述べられ、討論者からも総括的なコメントをいただいて、

部会を終了した。 

登壇者と最後まで参加していただいたみなさまに、お

礼を申し上げます。 

  

 

分科会報告

 

□「平和と芸術」分科会 

報告 田中 勝（現代美術・映像作家）「「『芸術平和学』の構築のための一考察―造形芸術が果たす平和

への役割」 

報告 藤田明史（大学非常勤講師）「『芸術平和学』の可能性－平和学の立場からの考察」 

応答 奥本京子（大阪女学院大学） 

司会 福島在行（平和博物館研究者）  
 本分科会では、「芸術平和学」なる学問分野か成立可

能であるのか、可能とすれば如何なる研究と実践が必要

であるのか、を議論するための考察を二つの報告を通し

て試みた。 

田中勝（現代美術・映像作家、東北芸術工科大学、

NPO 法人 ART Peace）は、「『芸術平和学』の構築のた

めの一考察：造形芸術が果たす平和への役割」と題し、

被爆二世の芸術家としての活動報告がなされた。造形芸

術が果たす平和への役割の考察にあたり、「平和のアー

ティスト作品」を選別するなかで炙り出されたことは、

共通点として「他者の痛みに寄り添っている」というこ

と、換言すれば、「最も苦しんでいる声に耳を傾けてい

る」ということ、そして、「『芸術平和学』とは、人間の

良心に訴えかける精神の覚醒」として作用しているとい

うことが報告された。まず、「平和のアーティスト作品」

を明らかにするにあたり、美術界が現在に至るまで、「平

和のアーティスト作品」を一覧化することがなかった原

因と、また、平和学からの観点から、「戦争と平和」と

いう二極論的思考ではなく、ガルトゥング平和学を採用

し、考察を進めることが有効であることが報告された。

そして、「平和のアーティスト作品」を「①表現された 

根本的原因」、「②表現された メッセージ」、「③表現さ

れた 平和的足跡」との 3 つの観点から客観的検証を行

い、「平和のアーティスト作品」が持つ要素やメッセー

ジを丁寧に繙き、ガルトゥング平和学によって再定義さ

れた概念（直接的、構造的、文化的）のもと、独自の三

角グラフ、「ピース・グラフ」へ分布を行う試みが、メ

キシコ壁画運動や写真家コーネル・キャパの作品を事例

に紹介された。この「ピース・グラフ」の活用によって、

作品が何を主張し、何を課題としているかなど、「平和

のアーティスト作品」を読み解いていくモノサシとなる

ことが述べられた。また、「ピース・グラフ」は、ワー

クショップや鑑賞教育などで活用することが効果的で、

例えば 10 人がそれぞれ、この図を使用して分布を行っ

たとき、重なりがあったとしても 10 通りの「ピース・

グラフ」の分布となり、その分布を行うプロセスこそ『芸

術平和学』の最も重要な観点であり、また、そこにこそ、

さまざまな解釈として作家論が成立するアートの深さ

と広がりがあることも述べられた。加えて、戦争の対義

語として論じられてきた平和を再定義し、平和をゼロと

考え、暴力をマイナス要因と考えた場合、このマイナス

をゼロまで持っていく存在こそ「平和のアーティスト作

品」である「芸術」であることが、ピカソの「ゲルニカ」

に関する出来事を通して報告された。 

 次に、藤田明史（大学非常勤講師［平和学］）が、「『芸

術平和学』の可能性：平和学の立場からの考察」と題し

て、「芸術平和学」が成立する根拠と可能性について論

じた。奥本京子著『平和ワークにおける芸術アプローチ

の可能性――ガルトゥングによる朗読劇 Ho’o Pono 

Pono: Pax Pacifica からの考察』が提出する「紛争が顕

現する芸術」とは、いったい何を意味するのだろうか、

との疑問から始められた報告では、議論の素材として山
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代巴著「或るとむらい」（1951）が取り上げられた。原

爆文学が一般に「原爆の悲惨」を表現するのに対し、山

代のこの短編は、被爆者をめぐる「共同体の悲惨」を描

き出し、その意味で「紛争が顕現する芸術」たりえてい

る。もう一つの意味は、これが「語り」であることであ

る。それは、聞く者の精神を直接的にではなく、魂と身

体に語りかけることによって間接的に説得しようとす

る、いわば迂回路をとっている。この二つのことから、

聴衆（読者）は「不快」になるであろうことが予想・期

待される。なぜなら、自分もそうした共同体の一員であ

ることを否応なく意識させられるからである。「紛争が

顕現する」という場合、そのことが意味するのは、単に

そこに「矛盾」が立ち現れるということだけであって、

それが理解されるかどうかとは全く別のことである。理

解可能性という点では、それは容易には理解されえない

に違いない。しかしそこに「芸術平和学」が成立する根

拠と可能性があるのではないだろうか。 

応答者として、奥本京子（大阪女学院大学）は、矛盾

（コンフリクト）が立ち現れる芸術には、おのずとそこ

にコンフリクト解決・転換の行為を生み出す動力が生ま

れる契機が備わっていると述べた。「動態的平和

（dynamic peace）」は「静態的平和（static peace）」

に対応する概念であり、より実社会における「平和」の

実際のありよう、また理想に近いであろう。それを形成

する一つのアプローチは、芸術アプローチそれ自体であ

る。芸術アプローチという平和ワークにおいて、必要な

芸術のジャンルは、まさに「紛争が顕現する芸術」であ

り、それは換言すれば「動態的芸術（dynamic art）」

である。田中氏の「ピース・グラフ」を用い対話を促進

しながら、動態的芸術の役割を考えることは可能であろ

う。さらに、藤田氏が主張するように、「共同体の悲惨」

を「語り」を通して描写し、受けとり手に違和感を持た

せ、対話（自己内対話を含む）を活性させるのも動態的

芸術の一つのあり方であろう。「芸術平和学」が成立す

るとするならば、今後より一層の、多数の理論の実践の

蓄積が必須となるであろう。 

（田中勝・藤田明史・奥本京子） 

 

□「平和運動」分科会 

報告 中村佳子（長崎大学）「非核兵器地帯をめぐる近年の動き─北東アジア非核兵器地帯構想を中心

に」 

討論 木村 朗（鹿児島大学） 

司会 清水竹人（桜美林大学） 

 今年の４月、長崎大学に核兵器廃絶研究センター

（Research Center for Nuclear Weapons Abolition: 

RECNA）が発足した。被ばく地であるとはいえ、国立

大学に核兵器廃絶を研究するための組織ができたとい

うのは、ある意味、うれしい不意打ちである。そこで今

回、RECNA の中村桂子さんに、平和運動の視点から北

東アジアの非核兵器地帯構想について報告してもらう

ことになった。事務局長としてピースデポを支えてきた

方ゆえに、学問の世界に市民感覚を吹き込んでくれるに

違いない。 

今日、世界には５つの非核地帯があり、国連加盟国の

過半数である 112 ヶ国が参加していることから、決し

て新しいものでもなければ空想の産物でもない。また

日々刻々と進化・増殖する発展途上の概念ともいえよう。

しかし、核兵器使用による悲惨さを回避するためには核

廃絶しかない、そういう人道的アプローチによる核軍縮

は、国際社会ではまだまだ一般的ではなく、抑止力とし

ての核戦略、バランスをとりながら減らすといった安全

保障論に留まっているのが現状だ。 

非核兵器地帯を個別にとりあげることは、限られたス

ペースゆえにできないが、その概念と RECNA の意義

について報告しておこう。 

まずは名称から。核廃絶に資する研究をするかしない

かは別にして、「核兵器廃絶」と銘打った挑戦的ともい

える名称の組織は国内にない。また、大学の研究機関と

しても世界で唯一無二であろう。「核軍縮」とか「核不

拡散」というのは限定的な制限でしかなく、裏を返せば

一定の存在あるいは条件的な保有を認めることに他な

らない。まったく別種のものといえよう。 

学問的調査・分析を通した情報や提言の発信および過

程・成果を活かした教育という、研究教育機関としてあ

りがちな性格だけでなく、核兵器廃絶を願う市民のため

に地域に開かれたシンクタンクというのがユニークな

ところ。長崎という土地ならではのものである。 

2010 年に開かれた核不拡散条約（NPT）の再検討会議

の最終文書に、国際赤十字やノルウェー、スイスといっ

た国の尽力もあり、「核の非人道性」という文言が盛り

込まれ、すべての国が国際人道法を遵守する必要性を再

確認した。1970 年に始まる NPT で初めてのことであ

る。賛同国は徐々に増え、2012 年 5 月では 16 ヶ国が、

同年 10 月の国連総会では 34 ヶ国に拡大して共同声明

を出すに至っている。 

しかしながら、この中に日本は入っていない。前者で

は声をかけられなかった。日本が国際社会からどのよう

に見られているかを示している。後者では、核の非合法

化がわが国の安全保障政策と合致しないとして、今度は

日本政府が拒否。米国の核の傘という現実だが、この共

同声明は直ちに核の非合法化を訴えているわけではな

く、努力目標としての非合法化、NATO に属する国が

あるというくらい穏健な内容であるにもかかわらず、被

ばく国である日本が拒否してしまったのである。米国の

顔色をうかがっての結果だが、それはそのまま、被ばく

地広島・長崎や被ばく者、核兵器廃絶を願う人々と政府

の間の溝といえよう。 

思考停止した日本政府に対し、運動側は核の傘を抜け

出すための代案を、これまで示しきれないままきた。核

への依存度を下げていく、そのための突破口が非核兵器

地帯の提案である。非核地帯は南半球に多く、その経緯

も様々だが、核兵器の開発・製造・実験を禁止すること

で核が存在しない地域を築き、条約によって安全を担保



Vol.20 No. 3                   April 15, 2013 

 - 11 - 

するというのが「非核の傘」。核攻撃という脅しで秩序

維持を図ろうとする「核の傘」とは対照的な構想だ。ジ

ャヤンタ・ダナパラ元国連軍縮事務次長の言葉を借りる

なら、核兵器廃絶というグローバルな目標を実現するた

めの紳士的な貢献、リアリストの懸念にも対応できる理

想と実利を兼ね備えた枠組み。つまり、遠くにある崇高

な理想ではなく、危うさをはらみながらも活用可能な概

念ということになろう、北東アジアにおける非核兵器地

帯は、政府間協議が進展しない中、自治体や超党派議員、

市民の間では徐々に進展している。 

討論者である木村朗会員（鹿児島大学）から、①核兵

器禁止条約との絡み、②原発を含めなくて良いのか、③

核保有国と非保有国の二重基準、④条約違反に対する制

裁措置の問題が提示された。NPT が形骸化し、原発と

核兵器開発は表裏一体のものであり、持てる者と持たざ

る者の不平等な関係は「持続可能」な世界とは相容れな

いとの指摘である。 

オバマ米大統領が「核なき世界」を目指すという演説

をしたものの、今なお米国の核戦略は変わっていない。

日米関係の現状を考慮するに、RECNA が今後どのよう

な境地を開くのか、その動向に注目したい。 

        

  

□「憲法と平和」分科会 

報告 若尾典子（佛教大学）「近代家族の暴力性と日本国憲法 24 条」 

討論 清末愛紗（室蘭工業大学） 

司会 君島東彦（立命館大学） 

 

 「憲法と平和」について検討する場合、日本国憲法 9 条・

前文に関心が集中する。しかし、平和とは暴力の克服であ

るとすると、家族圏における暴力の克服を含意する日本国

憲法24条もまた検討の対象に入ってくる。今回の分科会で

は、＜平和条項としての日本国憲法 24 条＞の意義につい

て、理論的検討を深めた。 

 

「近代家族の暴力性と日本国憲法 24条」 

若尾典子 

＜はじめに＞ 

 2000 年に入り、児童虐待防止法、DV 防止法、そして高

齢者虐待防止法と、家族のなかの暴力への取組みに法的

基礎が与えられた。この動きは、非暴力の希求というプロセ

スにとり重要な一歩である。人権を掲げる近代社会におい

て、暴力の克服は生命線である。それゆえ近代国家は私的

な暴力を禁止し、暴力行使を公権力に一元化した。そして

公権力の暴力行使は、近代憲法によりチェックされることに

なった。だが同時に、近代憲法は二つの領域の暴力を承

認・奨励した。一つは軍事力の行使であり、いま一つは家

族のなかの暴力である。両者は、暴力の奨励装置として連

動しており、その克服こそ日本国憲法の掲げる平和主義の

要請するところだと思われる。 

 ところが、DV 防止法などの登場を家族の危機の現れとし、

その原因を日本国憲法が家族保護条項をもたない点に求

め、それゆえ日本国憲法を欠陥憲法とする、憲法「改正」論

がある。たしかに日本国憲法 24 条に家族保護条項はない。

だが、家族保護条項の欠落は、まさしく日本国憲法の平和

主義の画期性を表明する。家族のなかの暴力の克服は、

日本国憲法の平和主義との関係で検討する必要がある。 

 

＜家族規定と憲法＞ 

 家族に関する規定が憲法に登場するのは、1919年ヴァイ

マル憲法である。その 119条は、「婚姻は、家族生活および

国民の維持・増殖の基礎として、憲法の特別の保護を受け

る」(1 項)、「家族の清潔維持、健全化および社会的助長は、

国および市町村の任務である」(2 項)とし、家族保護を国家

の任務とする。これにたいしヴァイマル憲法を父とする日本

国憲法 24条は、家族に関する法律が個人の尊厳と両性の

平等に立脚することを要請する。 

両憲法とも家族規定を採用した点で、17,8 世紀の古典

的近代憲法が家族規定をもたなかったことと異なる、20 世

紀の憲法としての特色をもつ。しかも、ヴァイマル憲法は君

主制から共和制へ、日本国憲法は天皇主権から国民主権

へと、国家体制の根本的な転換を登場理由とする。にもか

かわらず、なぜ、家族規定が異なるのか。 

第一に、従来の家族制度にたいする立場の違いである。

ヴァイマル憲法はソヴィエト連邦の成立に対抗することをも

課題としており、とくに家族制度への危機感は強かった。そ

れゆえ家族規定は、自国の家族制度（＝近代家族）の擁護、

すなわち家族保護条項でなければならなかった。反対に日

本国憲法 24条は、天皇主権の基礎たる「家」制度の廃止を

課題とし、家族保護条項であってはならなかった。したがっ

て第二に、家族法への態度も異なる。ヴァイマル憲法は近

代家族の擁護を目的としたが、従来の家族法には批判も多

く、その改正に言及する必要があった。家族規定には、両

性の平等（119条 1項）、母性保護（同条 3項）、そして非嫡

出子差別禁止（121 条）が明記された。ところが日本国憲法

24 条は、まったく新しい家族に関する法律の制定を想定し、

家族に関する法律に「個人の尊厳」と「両性の平等」を要請

した。24条は、家族のなかの人権保障を求めたのである。 

 

＜日本の戦後憲法学と憲法 24条＞ 

 しかし戦後日本の憲法学は、憲法 24 条の家族保護条項

の欠落を消極的な評価にとどめてきた。制定直後 1948 年

の法学協会『註解・日本国憲法(上)』と、それから約50年後

1999年の樋口陽一『憲法と国家』(岩波新書)を取り上げよう。

前者は、ヴァイマル憲法の家族保護条項を評価する立場か

ら、日本では「家」制度否定のため 24 条には採用できない

以上、家族保護の実現は 25 条の生存権保障による、とす

る。後者は、24 条は「『家』制度を否定し、西欧近代型の家

族を、憲法の公序として強制する、という意味をもった」とい

う。24 条は家族保護条項をもたないが、現実にはヴァイマ

ル憲法と同様、近代家族保護条項として機能した、というこ

とであろう。では、24条は近代家族保護条項なのか。それと

も家族における人権保障の要請規定か。樋口は後者の解

釈を一つの可能性として認めつつ、それは「家族からさえも

自由な個人」を意味し、「近代個人主義の解体」につながる
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「家族解体」論である、と否定的である。 

 

＜「家族解体」論というレッテルへの批判＞ 

 憲法 24条を家族における人権保障の規定と解釈すること

は、憲法「改正」論者からも憲法学者からも「家族解体」論と

される。しかし暴力に満ちた家族を克服することが、なぜ

「家族解体」なのか。憲法「改正」論者のいう家族保護条項

の挿入要求は、家族道徳の強制を意味する。それは戦前

の例をひくまでもなく、家族のなかの暴力を道徳的に非難

するだけで、暴力を温存するものではあっても克服する道

筋を示すものではない。他方、樋口のいう「西欧近代型の

家族」が「政治権力の介入に対する盾」となる保障もない。

ナチス型も「家」制度も、そして近代家族も、夫権を軸に集

団としての凝集性が求められるとき、暴力の温床となること

から自由ではない。その家族が、政治権力への盾となるか

下請けになるかは、時々の夫権の担い手たちの政治状況

による。 

 

＜日本国憲法24条の先進性、戦後日本の家族の現実、女

性運動の進展＞ 

 とすれば、家族のなかの暴力の法的根拠たる近代家族の

夫権の克服が第一の課題となる。そして夫権の克服は、よう

やく 1970年代、欧米諸国の女性運動によって提起される。

近代家族保護条項が保障する夫権にもとづく暴力こそ、

DV と命名される男性暴力である。この事実は、暗黙のうち

に近代家族を模範としてきた日本の戦後憲法学の問題性

を明るみにだすとともに、戦後改革法制の画期的特質をも

浮き彫りにした。24条の下、「家」制度の廃止は法律上の夫

権の存在を許さなかったからである。ただし、それにもかか

わらず、日本の戦後家族は近代家族の形成、すなわち夫

権中心に展開した。「家」であれ近代家族であれ、家族が暴

力のない生活を保障する場であったことは、一度もない。そ

れゆえ暴力のない暮らしを保障するために、家族関係にお

ける人権保障が求められる。 

そしていま女性運動は、新たな局面にあるように思われる。

親権(および軍隊)を父・男性とともに母・女性も担うのか、と。

EC 諸国では、スェーデン(1979 年)を筆頭に、子への暴力

行使、すなわち親の懲戒権を廃止し、暴力のない家族の形

成に取り組んでいる。近代家族の暴力性の克服は、1970

年代の女性運動による夫権の克服に始まり、1990 年代の

女性・子どもの人権運動による親権の克服へと続く過程に

ある。 

 

 

＜平和的生存権、9条、24条の一体的把握の可能性＞ 

 あらためて非暴力を希求する日本国憲法が想起される。

国境を超え「全世界の国民」がもつ平和的生存権の保障の

一つとして 9 条が、公共圏と家族圏の分離をこえた「恐怖と

欠乏から免れ」る平和的生存権の一つとして 24条が、規定

されているのではないか、と。 

 

 

□「環境・平和」・「グローバルヒバクシャ」分科会 

【 午 前 】 フ ィ ー ル ド ワ ー ク 「 四 日 市 公 害 は 今 ― 公 害 裁 判 判 決 40 周 年 に 寄 せ て 」 

案 内 人 ： 澤 井 余 志 郎 （『 ガ リ 切 り の 記 ― 生 活 記 録 運 動 と 四 日 市 公 害 』 著 者 ） 

【 午 後 】 ワ ー ク シ ョ ッ プ 「 四 日 市 公 害 か ら 学 ぶ ― 福 島 を 見 据 え て 」 

ゲ ス ト ： 澤 井 余 志 郎 （『 ガ リ 切 り の 記 ― 生 活 記 録 運 動 と 四 日 市 公 害 』 著 者 ） 

  

 ＊今回は都合により掲載はありません。 

 

 

  

□「アフリカ」分科会 

報告 佐藤千鶴子（JETRO アジア経済研究所）「南アフリカにおける原子力開発とエネルギー政策」 

司会・討論 藤本義彦（広島大学） 

 
 アフリカ分科会では、佐藤千鶴子会員（アジア経済研

究所）が「南アフリカにおける原子力開発とエネルギー

政策」と題する報告を行い、討論者や参加者を交えた活

発な議論が行われた。佐藤会員による報告の要旨は次の

通り。 

 南アフリカにおける原子力開発政策を、エネルギー政

策と密接な関連をもつ政策として捉え、検討した。南ア

フリカの原子力開発は、第二次世界大戦後、ウラン鉱の

産出国であったために開始された。英米とのウラン売買

契約の窓口として原子力員会が設置され、ウランの採掘

や抽出は政府の許可を得た鉱山会社が行った。ウランの

売買によって得る収益は、金鉱を採掘するための重要な

資金にもなっていた。1960 年代初頭、原子力発電所の

建設が検討された時、原子炉建設と操業にかかる費用の

大きさから経済的利益に反するとし、豊富で安価に供給

できる石炭を利用した火力発電を重視したことは、原子

力開発政策の位置づけを示す例である。 

 ところがこうした状況は、北米で大規模なウラン鉱床

が発見され、ウラン産出地としての南アフリカの重要性

が低下したこと、国内でウラン濃縮技術の研究開発が開

始されたなどの事情によって変化していった。加えて、

石油危機を通じて親イスラエルの南アフリカが OPEC

諸国から石油を入手できなくなったことや、南アフリカ

のアパルトヘイト政策をめぐり周辺国との関係が悪化

していったことなどによって、原子力発電所の建設と、

核兵器の開発政策が進められていくことになった。核兵

器の開発は秘密裏に進められたので、国際的査察を受け

ることなく、1989 年までに 6 個の核弾頭が製造された。

アパルトヘイト時代の原子力開発政策は、白人支配体制

を堅持するための核兵器開発の必要性に基づいて展開
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されてきたのである。 

 1994 年の南アフリカの民主化後の原子力開発は、そ

れ以前の軍事目的に基づくものでなく、増大し続ける電

力需要を賄うエネルギー政策の要請に基づくようにな

った。民主化を契機に核兵器を廃絶し、アフリカ大陸の

非核条約であるペリンダバ条約を締結するなど、原子力

開発の軍事目的からは能動的に撤退している。 

 ただし民主化後の南アフリカ経済が直面する問題、つ

まり拡大する電力需要に応えるために、石炭を燃料とす

る火力発電だけでなく、原子力発電所を 2 か所建設し

て不足する電力を賄おうとしている。南アフリカで主力

の石炭による火力発電は、内陸部の石炭を産出する地域

に偏在している。沿岸部の消費地には長大な送電線網を

施設し送電しているが、そのロスは大きい。また二酸化

炭素排出量を削減し、同時に大気汚染などの環境保護を

促進するためにも、原子力発電が次善の策として見直さ

れ、原子力発電所の建設計画が進められるようになって

いる。 

 核兵器を製造できる技術を保有していることは原子

力発電所を建設しようと構想する根拠になっていると

思われる。旧体制下で原子力産業に携わっていた科学者

や技術者の処遇が問題視され、同時に原子力発電所を自

前で製造できる技術の開発が電力供給拡大政策の一環

として捉えられるようになっていた。西ドイツ（当時）

が進めていたペブルベッド型モジュラー炉（PBMR）

事業に大規模な投資を行ったが、ドイツがこの技術を商

業化できず開発事業を中止したため、南アフリカでも

2010 年に正式に中止された。現在は、先進国に原子力

発電所建設を委託することで、原子力発電所建設の計画

を進めている。 

 以上のような佐藤会員の報告に、討論者および出席者

から次のような質問やコメントがあった。 

 一つは、原子力政策の軍事目的に関するコメントであ

った。エネルギー政策としての原子力開発政策は理解で

きるが、南アフリカの原子力開発は、秘密裏に核弾頭を

保有していた通り、軍事目的と密接な関係を持ち、軍事

目的に開発された技術と不可欠である。同時に、原子力

開発にかかわる情報を秘密にしようとする政府の姿勢

に変化は見られない。民主化され、政権担当者が変わっ

たとしても、少なくとも南アフリカの原子力開発政策に

はある種の一貫性があるように思える。 

 さらに、福島第一原子力発電所の事故と関連した質問

があった。福島での原発事故は大きな波紋を世界中に及

ぼしたが、南アフリカではではどうなのか？ 報告者の

回答は、原発周辺に暮らす住民などが原発の安全性に関

して疑問を持ち政府への問い合わせが殺到したりした

が、政府は電力供給を増大させるためには原子力発電所

の建設が必要であるとの姿勢を変えてない。政府には、

地域住民を中心とする国民への十分な情報公開と対話

が求められている。 

 原子力開発に関する議論は、極論に至る傾向がある。

それぞれの議論がいたずらに他方を中傷するのではな

く、科学的見地と実践との調和を図る必要性があり、そ

のためには具体的な原子力開発の実例を検証していく

必要性高まっていると言えるだろう。 

（文責：藤本義彦） 

 

□「平和文化」分科会 

報告 中野洋一（九州国際大学）「原子力ビジネスのカネと文化」 

報告 広田修身（愛知大学大学院）「南アフリカの人種和解理念から移民襲撃事件への構造」 

討論 渡辺守雄（九州国際大学） 

司会 鈴木規夫（愛知大学） 

 「平和文化」分科会は、11 月 23 日（金）分科会 12:00

～14:00 、11 名の参加者を得て実施された。 

 まず、渡辺会員が司会と討論を兼ねつつ行われた中野

会員の報告は、「原子力ビジネスのカネと文化」という

極めて時宜をえたテーマにより行われ、「原発マネー」

をキーワードに、政治家、天下り官僚、地方自治体、マ

スコミ、学者といった日本各界の「金まみれの構造」を、

「原子力産業の「安全文化」の問題点」を皮切りに、さ

まざまな情報を整理し詳らかにした。 

 現象としての「原発マネー」をいかに正確に定義する

のか、実は難しい。「時間」や「ナショナリズム」の定

義同様、誰もがそれを想起する一定のイメージがありな

がら、実態として具体的に何を指すのか込み入っている。 

 たとえば、東京電力福島第１原発事故が発生した昨年

３月１１日以降にも、日本原子力産業協会（原産協）に

加入する企業や労働組合から企業・団体献金が自民党と

民主党に流れていた実態は明らかで、事故後も変わらな

い「原発利益共同体」の政界への影響力をうかがわせる

事態は続いているのであるが、「原発マネー」は利益共

同体の血液のようにその「生命体」の維持循環を担い、

それぞれの組織にすでに構造化されている。原発を構造

的に維持していこうとするそれぞれの「器官」の目的も

個々に存在することになり、「原発マネー」を断ち切る

ための方策を引き出すには、さらに複雑な分析が必要に

なる。 

 中野報告の基調にはそうした「原発マネー」の位置す

る資本主義への構造的視点が確固としてある。冷戦後、

資本主義がグローバリゼーションの名の下に途上国を

も巻き込んでグローバル経済とマネーゲームが始まり、

その一環として原発産業もあり、さらには、大学が産業

界と結びつき、プロジェクトに大きなお金が落ち、いく

らファンドレーズしてくるのかが研究業績評価の重要

ファクターとなっていくようなプロジェクト型研究環

境が日常化して、自由な「科学的」研究が出来ない状況

にあることも、報告では指摘された。 

 中野会員は本分科会報告後、『インディペンデント・

ウェブ・ジャーナル』においても近接する主題のインタ

ビューを受けている。参照されたい。 

 

http://iwj.co.jp/wj/open/archives/55666#more-55666 

 

 次に、鈴木会員の司会と討論により行われた広田会員
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の報告「南アフリカの人種和解理念から移民襲撃事件へ

の構造」（なお、平和学会サイト上の本報告レジュメは

他のレジュメと混濁した状況となってしまっており、学

会担当者へはすでに報告したものの、まだ正確に切り替

わってはいない模様である。広田氏はじめ広田氏のレジ

ュメへのアクセスを試みたみなさんへ記して御詫びす

る）は、1993 年の暫定憲法により、アパルトヘイト政

策を終焉させ、1994 年に全人種参加の国民総選挙をお

こない、初の黒人大統領ネルソン・マンデラが就任した

ところから、むしろ「はじまる」南アフリカ共和国（以

下「南ア」と略す）における諸問題を考察したものであ

る。 

 広田報告によれば、当時の南ア国内では、アパルトヘ

イト時代の敵対する政治勢力が現存したままであり、そ

の敵対関係で発生した過去の暴力的人権被害事件に対

して、どのように対応するかが最大の課題であった。南

ア新政府は、そうした移行期の不安定な国内秩序を統治

するために、「真実和解委員会」を設置し、新国家の「人

種民族の和解と統合」理念に基づき、報復や懲罰による

司法ではなく、「修復的司法」という方法で、被害者と

加害者の和解を目指した。この「人種民族の和解と統合」

理念は、多様な人種・民族を抱え、11 の公用語を持つ

南アの状況には合致したもので、世界からも高く評価さ

れた。だが、2008 年、外国からの移民を南アフリカ人

が集団で襲撃する事件が発生し、それが全国に波及して

多大な被害と犠牲者が出るという、いわゆる「ゼノフォ

ビア事件」が頻発するようになる。南アの再生を目指す

国家理念と乖離するそうしった事件がなぜ起きたのか、

事件発生の構成要件は何か、なぜゼノフォビアは形成さ

れ、一連の事件は本当にゼフォノビアに起因するのか、

そうした複合的に絡み合った南アの諸現象の原因の解

明を、広田報告は試みようとした。 

 その一環として、2012 年に実施したフィールド・ワ

ークのデータも補足的に用い、「新国家や真実和解委員

会で掲げた理念は、20 年近くが経過し、経年変化で希

薄化されたため、このような事件が発生した」されるよ

うな通念とは異なる事件に至る構造を、新国家誕生から

真実和解委員会の設立、アファーマティブ・アクション

政策、ゼノフォビア事件へと時系列的に解析しつつ、表

層的にゼフォノビアを模しているが、実は南アの社会構

造上の問題が起因になっており、貧富の格差がより階層

化され、その最下層が「暴力の文化」と結合し、タウン

シップという場所を中心にして発生したものであると

している。 

 討論では、広田報告の論理構成、資料の有効性、フィ

ールド・ワーク実施の適切性などさまざまな視角から質

疑コメントがなされた。とりわけ、いわゆる「ゼノフォ

ビア」が南ア独特の現象というわけではないというとこ

ろから考慮されるべき比較政治的検証がほとんどなさ

れておらず、また、南アの格差社会化の質的転換につい

ての考察が十分に行われているとはいえないのではな

いかといった指摘もなされた。 

 中野報告、広田報告はともに、社会構造における「格

差」がさまざまな「暴力」を日常化する諸側面を指摘し

ている。だが、両報告が平和価値への転換への希望を十

分に語りうるには、未だ諸条件が揃ってはいないようで

ある。この 21 世紀の現実は、「平和文化」分科会の今

後の課題としても共有されるべきところであろう。 

（鈴木規夫「平和文化」分科会代表記）                          

 

□「公共性と平和」分科会 

報告 横田匡紀（東京理科大学）「グローバルな公共性に向けた地球環境ガバナンスの課題」 

報告 田代和也（大阪大学大学院）「いかにして平和活動は失敗するのか─平和活動の教義体系に対す

る批判的検討」 

討論 徳永恵美香（大阪大学大学院） 

司会 玉井雅隆（立命館大学） 

 「公共性と平和」部会では、本大会では平和維持活動

及び国際環境レジームの二点に関する報告が行われた。

以下にその概略を記載したい。 

田代会員からは、「いかにして平和活動は失敗するのか

―平和活動の教義体系に対する批判的分析―」というタ

イトルにて、平和維持活動の現状に関する批判的検討の

報告をいただいた。 

本報告においては交戦団体の争点や立場、行動を含め

た紛争の基本的な状況をベースラインと概念化し、交戦

団体の相互の政治的立場を敵対的立場、協力的立場、中

立的立場に区分し、政治的立場の全体像から導かれる対

立軸を紛争のベースラインとして考える。そして当事者

に対する政治的立場から敵対的立場をとる平和執行、協

力的立場をとる平和構築、そして中立的立場をとる平和

維持に平和活動を分類することが可能である。 

平和執行の事例としてはイラクによるクウェート侵攻、

朝鮮戦争、平和構築の事例としてはナミビア独立戦争、

平和構築が失敗した事例にソマリア内戦があり、平和維

持活動の事例としては第二次中東戦争、キプロス紛争な

どがある。これら歴史的事例を通じて平和活動を分析す

ると、平和活動の成否がその紛争のベースラインの動向

によって影響を受けることが分かる。紛争管理としての

平和活動の成功が、交戦状態にある政治勢力が相互に敵

対的立場を協力的立場へと移行できるかどうか、という

点に依存している。そのために平和活動は平和執行、平

和構築、平和維持という方法を選択することが可能であ

るが、これらは平和活動が特定の政治的立場をとる限り

において機能するものであり、ベースラインが大きく変

化すると平和活動が前提としてきた政治的立場の性格

が変化する場合が生じ、ここではベースライン・シフト

と呼称する。ベースライン・シフトは武力紛争の全体的

な構図を変化させるものであり、外部からの介入や勢力

内部の分裂などによって生じる政治変動を意味する。平

和活動にとってのベースライン・シフトの問題はその対

応の難しさである。敵対的立場を前提とする平和執行だ

けでなく、協力的立場を前提とする平和構築は紛争のベ
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ースラインに直接的に関与する積極的な紛争管理であ

るためにベースライン・シフトにより攻撃の対象となる

政治的危険が高いと言える。その意味で中立的立場を前

提とする平和維持はそうした危険を最小限に抑制する

ことが可能である。 

ベースライン・シフトがたびたび発生している不安定

な情勢にある紛争を扱う場合には特に平和維持のよう

な中立的立場を原則とする慎重な平和活動が望ましく、

平和執行のような敵対的立場を原則とする平和活動は

ベースラインが安定した状態においてのみ実施するべ

きである。従来の平和活動の教義においてはエスカレー

ションの概念が基礎となり、紛争状態における武力の行

使が活発になるほど平和活動が働きかえることを指示

していた。しかし、一時的にしか過ぎないベースライン

を活動の前提としてしまう恐れがあり、こうした想定の

下に派遣された平和活動がベースライン・シフトに対応

できない危険性が高い。 

横田会員からは、「グローバルな公共性に向けた地球

環境ガバナンスの課題」をテーマとして、地球環境問題

とガバナンスの関係性に関し、報告が行われた。以下に

その概略を述べたい。 

地球温暖化、オゾン層破壊、生物多様性など地球環境

問題は現代国際社会が取り組むべき重要な課題の一つ

である。「地球はひとつだが世界は一つではない」と形

容されているように、地球環境の悪化は進行しているに

もかかわらず、国際社会の対応は地球環境問題の解決と

いう点から不十分な状態にある。本報告では地球環境問

題への国際的な取り組みの事例に関して、地球環境ガバ

ナンスの視点により考察することでグローバルな公共

性に向けた展望を明らかにする。また、地球環境ガバナ

ンスの構成要素として規範、アクター、制度・手段を挙

げることができる。地球環境問題の解決に向けて多様な

アクターが規範を共有し、様々な制度・手段を用いて協

力するプロセス、枠組みとなる。 

 本報告ではその事例として、国連環境計画(UNEP)の

機構改革をめぐる動向をとりあげた。この事例では

UNEP を持続可能な発展の実現に向けて有効な存在と

していくか、が議論された。持続可能な発展を実現する

ための国際的な枠組みのあり方を考える上で重要な事

例の一つであると考えられる。UNEP は 1972 年に開催

された国連人間環境会議の結果創設された。意思決定組

織である管理理事会の他、事務局、環境基金などから構

成される。管理理事会は国連総会により 4 年任期で選出

されている 58 カ国で構成され、2 年ごとに開催されて

いる。事務局はケニアのナイロビにある。UNEP は環

境の領域において、様々な国際機構の活動を調整してい

くことを主たる目的としており、様々な環境問題の科学

的調査やモニタリングを行ったり、環境レジーム形成を

支援するといった活動を行い、成果を出している。 

 より広い地球環境ガバナンスにかかわる問題として

は、まず条約の渋滞とも形容される環境レジームの数の

増大による弊害の問題があげられる。条約数が増大する

ことで条約間の内容や条約事務局の作業内容で重複が

生じるほか、複数の条約における締約国会議への参加な

どでも瀕雑さが増すといった問題も指摘される。また国

連持続可能な発展委員会（CSD）などの UNEP 以外の

環境国際機構との関係、世界銀行や世界貿易機関

（WTO）などの他の問題領域における国際機構との関

係といった国際機構間の調整の問題もあげられる。更に

気候変動問題や生物多様性などの地球環境問題の悪化

が進行していること、新興国の台頭や経済のグローバリ

ゼーションの深化などの国際社会の変化なども地球環

境ガバナンスの枠組みの形成を複雑にしている。 

 全ての人々の共通の関心事である地球環境問題の解

決については、障害となる市場経済中心の国際政治経済

の構造を変革していくという現状改革的方向性が求め

られるが、現状では国際機構改革モデルに基づいており、

構造の変革に十分に踏み込めず、現状を前提とした現状

改革的な方向性にとどまっている。また国際機構改革の

事例は十分に周知されておらず、グリーン経済への移行

という国際政治経済の構造の変革という議論へとつな

がっていない。全ての人々に開かれているという点につ

いては、国家主導の枠組みが前提となっており、課題が

残る。議論のプロセスでは非国家アクターの意見を聞く

機会がつくられるが、最終的な成果は国家間の駆け引き

で決められてしまう。規範の観点からは環境規範の重要

性が認識されているが、それがアクターや制度・手段の

変革へとつながっていない。今後は環境規範をアクター

や制度・手段へと反映させ、グローバルな公共性を実現

していくことが求められよう。 

以上二点の報告をいただき、会場からは活発な質疑応

答がなされたが、紙幅の関係もあり、省略したい。

 

□「平和学の方法と実践」 

ラウンドテーブル「平和研究の重要論点とは何だろうか（２）」 

司会 遠藤誠治（成蹊大学） 

 

＊今回は都合により、報告の掲載はありません。 
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第４回全国キャラバンの報告 
 

【第4回全国キャラバン】 

 

「平和の再定義」を目指して開催している全国キャラ

バンの第４回研究会を、北海道・東北地区研究会との共

催により、2012年8月、札幌で開催いたしました。今回

は、植民地主義と脱植民地化、そして先住民族の権利回

復という、平和学において非常に重要なテーマを正面か

ら論じました。アイヌ民族の立場から、国による二風谷

ダム建設に反対し続けてきた貝澤耕一氏に基調講演に

続き、貝澤氏と共に『アイヌ民族の復権―先住民族と築

く新たな社会』（法律文化社2011年）を出版された松名

隆氏（室蘭工業大学）、植民地としての北海道の視点か

ら論文集『アイヌモシリと平和』（法律文化社2012年）

を編んだ越田清和会員、『先住民族の「近代史」―植民

地主義を超えるために』（平凡社2001年）の著者上村英

明会員が報告を行い、多数の参加者とともに、充実した

討論の場を持つことができました。また研究会翌日には、

北海道・東北地区研究会有志主催の二風谷スタディー・

ツアーも実施されました。開催にご尽力いただいた北海

道・東北地区研究会の皆様、ご参加くださった皆様、あ

りがとうございました。研究会の概要は、下記の片野会

員による司会レポートおよび清末会員と小田会員によ

る討論要旨をご参照ください。報告者のお一人、越田清

和会員は、本年２月に急逝されました。小田会員の討論

要旨は、「越田清和さんを追悼する」文章で閉じられて

います。ご一読いただければ幸いです。なお学会ＨＰに

は、松名氏と上村会員の報告レジュメ、越田会員の報告

ペーパーがアップされておりますので、あわせてご参照

ください。（学会事務局：黒田俊郎） 

 

共通テーマ：脱植民地化のための平和学とは――北海

道／アイヌモシリで考える 

 

日時：2012年8月30日（木）13時～18時 

会場：北海道大学 

 

プログラム 

司会 片野淳彦（札幌大学） 

挨拶 黒田俊郎（新潟県立大学） 

基調講演 貝澤耕一（NPO法人ナショナルトラスト・チ

コロナイ）「アイヌ民族の復権～植民地からの脱却に向

けて」 

報告1 松名隆（室蘭工業大学）「アイヌの真の文化享

有権確立に向けて～アイヌ-シサムの連帯と脱植民地

化」 

報告2 越田清和（ほっかいどうピーストレード）「平

和学と植民地責任―市民の科学としての平和学をめざ

して」 

報告3 上村英明（恵泉女学園大学）「グローバル化と

再強化される植民地主義－歴史に責任をもつ市民社会

を構築できるか」 

討論1 小田博志（北海道大学） 

討論2 清末愛砂（室蘭工業大学） 

 

日本平和学会第4回全国キャラバン報告 

北海道・東北地区研究会代表者 

片野淳彦（札幌大学） 

 

2012年8月30日、日本平和学会の第4回全国キャラバン

が北海道大学（札幌市）を会場に開催された。記録的な

残暑にも関わらず、道内外から40名余りの出席者が得ら

れたことを喜びたい。今回は「脱植民地化のための平和

学とは：北海道／アイヌモシリで考える」と題し、先住

民族と植民地主義を切り口として、北海道で平和を考え

ることの意味を再検討する機会となった。 

貝澤耕一氏（NPO法人ナショナルトラスト・チコロナ

イ）の基調講演は、アイヌ民族の立場から二風谷ダム建

設に反対し、開発の名のもとに失われたイウォル（生活

資源確保の場）の再生に取り組む活動を通じて、植民地

支配への悲しみと怒りを静かに強く訴えるものだった。

続くシンポジウムでは、松名隆氏（室蘭工業大学）が基

層文化論の観点から精神文化面に偏重しがちなアイヌ

文化振興に警鐘を鳴らし、越田清和会員（ほっかいどう

ピーストレード）が北海道での平和研究において、アイ

ヌ民族をめぐる問題が植民地主義という文脈から十分

に捉えられてこなかったことを明らかにし、上村英明会

員（恵泉女学園大学・市民外交センター）が先住民族を

めぐる問題を無意識で未解決の植民地支配と捉えて、そ

の法的・歴史的・政策的な検討を行った。 

清末愛砂会員（室蘭工業大学）と小田博志会員（北海

道大学）による討論では、脱植民地化を指向する上での

大学や研究者・平和研究・市民社会が抱えるべき課題や

ジェンダーの視点を取り入れることの重要性が指摘さ

れた。総合討論では脱植民地化への具体的動きや解決へ
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の道筋および問題点、紛争解決への研究者の関与のあり

方、「脱植民地化」という用語をめぐる問題などが取り

上げられた。 

5時間にわたる長丁場であったが、参加者の多くが熱

心に報告に耳を傾け、知的刺激に満ちた会となった。翌

31日には苫小牧東部開発地域と二風谷ダム、チコロナイ

の森を視察するエクスカーションも行われた。この問題

についてはキャラバンでの講演・報告に加えて、貝澤・

松名ほか編著『アイヌ民族の復権：先住民族と築く新た

な社会』（法律文化社、2011年）および越田編『アイヌ

モシリと平和：〈北海道〉を平和学する！』（法律文化

社、2012年）という関連書籍も刊行されている。これら

を手がかりとして、今後も地区研究会で取り上げていき

たいと考えている。 

 

第４回全国キャラバン討論要旨：日本平和学会に＜

いま＞求められていること 

清末愛砂（室蘭工業大学） 

 

貝澤耕一さんによる基調講演を聞き、日本の先住民で

あるアイヌ民族が置かれている状況というのは、私がこ

の10年ほど強い関心を抱き、パレスチナ支援という形で

かかわってきた＜イスラエル問題＞という文脈からみ

ると、イスラエル国籍を有するパレスチナ人の状況に極

めて近いものがあるということを指摘せずにはいられ

ない。これらのパレスチナ人はイスラエルによる苛酷な

占領政策によって日々の生活の一秒一秒を規定されて

いる西岸やガザに住むパレスチナ人とは異なるものの、

イスラエル社会の二級市民、あるいは三級市民として生

きることを余儀なくされている。アイヌ民族とパレスチ

ナ人は土地の収奪、追放、文化の搾取、先住民としての

権利の否定という点において、類似する経験を有してき

たのではないだろうか。私たち自身が遂行してきた植民

地主義によって生み出された＜他者性＞とそこから生

じる上述の暴力に向かいあうことなく、現在にまでいた

っていることを認識することなくして、平和を語ること

／議論することはできないだろう。 

日本における既存の平和学に欠けているもう一つの

視点はジェンダーに対する視座であろうと考えられる

が、既存の男性中心主義の学問に対する一つの対抗とし

て生まれたはずの女性学、あるいはジェンダー・スタデ

ィーズもまた植民地主義という視点からすれば、批判を

免れることはできない状況にある。女性が一枚岩でない

ことは自明のことであるにもかかわらず、女性のなかの

＜差異＞を無視することで、私たちが引き起こした植民

地支配のサバイバーと真摯に向かい合おうとする姿勢

が弱かったのではないか。 

「脱植民地化のための平和学」という観点から先住民

の地である北海道／アイヌモシリでキャラバンを実施

できたことは、日本平和学会の研究活動において大きな

意義を持つといえるであろうが、ここで明らかとなった

課題－すなわち、植民地主義とジェンダーという二つの

問題群に対して継続した取り組みを行うことができな

ければ、その意義は無に帰することになる。そのことを

肝に銘じておく必要があるのではないだろうか。 

 

第４回全国キャラバン討論要旨 

小田博志（北海道大学文学研究科） 

 

植民地としての北海道 

越田清和氏と上村英明氏の報告は、北海道を植民地と

して捉えるものであった。「北海道」とは明治2年、松

浦武四郎の提案によって「蝦夷地」から改められた呼び

名である。遡ると江戸幕府はロシア帝国を相手に、アイ

ヌ民族抜きで交渉を行なって日露和親条約（1855年）を

締結、「蝦夷地」から択捉島までのアイヌ民族居住地を

日本の領域として認めさせた。しかし、「蝦夷地」とい

う名称からわかるようにそこは江戸幕府によってアイ

ヌ民族の土地として認識されていたのである。また松浦

の改称案はもともと「北加伊道」という表記であった。

松浦はこの名称に「北のアイヌの国」という意味を込め

たのである1。これらの歴史的脈絡を考慮に入れると、

北海道を植民地として捉えることには説得力がある。こ

こで問題はむしろ、なぜ北海道が（「内国」といった形

容抜きの）「植民地」として位置づけられてこなかった

のかということである。歴史学においても、日本の植民

地としてまず台湾、そして朝鮮半島が挙げられることが

定説化してきた。主流の歴史学において、北海道は（琉

球と共に）、植民地に関する議論から除外されてきたの

                                                   
1 音威子府筬島の近郊の天塩川沿いに、北海道庁によ

り「松浦武四郎 北海道命名之地」碑が建てられている。

その横のパネル「北海道命名の発想」には、松浦がアエ

トモ長老から「アイヌの通称である『カイナ』の『カイ』

とは、この国に産まれた者ということ」だと聞き、また

武四郎はこれを聞いて、「アイヌの人々は、自らその国

を呼ぶとき、加伊と言い…もともと蝦夷地の蝦夷とは

加伊のことである」と考えたと『天塩日記』に依拠しな

がら記されている。花崎（1988：10）では「北加伊道」

案の理由として、「アイヌ民族が自分たちの国をカイと

呼び、同胞相互にカイノー、またはアイノーと呼びあ

ってきたから」だと述べられている。 
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である。それはなぜなのか。その背景は何か。これらの

ことを歴史学者も交えて、一度徹底的に議論する必要が

あるだろう。この全国キャラバンはそのための端緒と位

置づけられるだろう。ここに、二風谷から貝澤耕一氏が

加わってくださったことの意義は大きい。なぜなら、北

海道を植民地として捉えることは、越田氏も述べている

ように、先住民族であるアイヌの声を真摯に聴くことか

ら始まるはずであるから。 

「脱植民地化」がこの全国キャラバンの本題である。

では何を脱植民地化するのだろうか。私なりの視点から

三点を挙げたい。それは大学、平和学、そして市民社会

の脱植民地化である。 

 

大学の脱植民地化 

何よりもこれに関係するのは、旧帝国大学の「植民地

責任」（永原2009）・「帝国責任」（成田2010）を検証

し、植民地主義の残滓を解消していく作業である。特に

北海道（帝国）大学、およびその前身としての開拓使仮

学校、札幌農学校の歴史は、この観点から問い直される

べきである。この仕事の先鞭を付けたのは井上勝生氏

（北大名誉教授、日本史）である。古河記念講堂で発見

された人骨の内、朝鮮人の人骨の由来について、井上氏

は調査委員会メンバーとして植民地支配の歴史的文脈

において追跡した（北海道大学文学部古河講堂「旧標本

庫」人骨問題調査委員会1997）。さらに北大の「殖民学」

を批判的に再検証する研究を続けている（井上2006）。

また北大医学部の児玉作左衛門教授らが、アイヌ民族の

墓から「収集」した遺骨および副葬品の真相究明と返還

は未解決の課題であり（植木2008）、北海道大学には当

事者に対する誠実で対話的な対応が求められる。そして

この根本的な解決のためには、こうした「人骨研究」が

いかなる歴史的文脈において行なわれたのかの、真摯で

自己批判的な究明が不可欠である。その際に、帝国主

義・植民地主義とその中で発展したレイシズムとがキー

ワードとなるだろう。 

 

平和学の脱植民地化 

平和学は植民地主義と、それによって収奪されてきた

先住民族の問題にどれほど真摯に取り組んできただろ

うか。越田氏の批判的な問い「なぜ『植民地責任論』や

先住民族の復権といった問題が、平和学の重要な課題と

して提起されてこなかったのか」を自らに向けることが

平和研究者には求められる。ことに「平和の再定義」を

目指すこの全国キャラバンにおいて、この問いは重要で

ある。これは、平和学において「国家」の位置づけを問

い直し、国家をつくらなかった先住民族の視点へと、す

なわち「国際関係（＝国家関係）論」の外部へと平和論

を拡大することにつながる。換言するならば、これは「国

際法の他者」（阿部2010）の視点から国家を相対化する

ということである。手前味噌となるが、その際に文化人

類学のアプローチが有用になってくるはずである（もち

ろん文化人類学と植民地主義の共犯関係を批判的に振

り返ることが同時に必要だが）。さらに「構造的暴力」

（ガルトゥング）概念導入以降の平和学においても、明

に暗に見受けられる戦争中心の平和論を問い直すこと

にもつながるだろう。平和を戦争との関連でのみ捉える

ことの限界は大きい2。戦争責任と植民地責任との間に

は、認識上のアンバランスな関係があるように思われる。

後者を問題化することで前者を免罪しようとする歴史

修正主義的な戦争免罪論に陥ることなく、植民地支配に

よって痛みを被った先住民族の声に真摯に耳を傾ける

こと。このバランスアクトが必要である。 

 

市民社会の脱植民地化 

「市民社会」は市民革命によって成立した。その思想

的背景は啓蒙主義であり、「市民」の概念には、階級か

ら解き放たれ、理性を行使する自律的な個人の意味が込

められている。それは近代の光を象徴する概念である。

しかしそこに影の側面はないだろうか。それが植民地主

義とレイシズムである。市民社会の成立と植民地主義と

は歴史の流れの中で表裏一体の関係にあった（例えば松

田1999：33-42）。近代的で理性的な「市民」の他者と

して、伝統に縛られた「未開人」が表象された。後者は、

「文明化の恩恵」を与えることで進歩する客体として仕

立てあげられた。まさにそれは植民地化する側の論理で

ある。この歴史的文脈を考慮に入れると、はたして「市

民」が脱植民地化を進める主体たり得るのかという疑問

が出てくる。ここから「市民」と「市民社会」の概念を

脱植民地化しつつ、新たな脱植民地化の主体をいかに生

み出すか、という再帰的な問いが出てくる。 

市民社会の脱植民地化という課題を進める上で、ひと

つの手がかりになると私が考えているのは、「自然」と

のつながり直しである。これは「文明化された市民」と

「自然に近い未開人」との二分法を乗り越えていくとい

うことでもある。ここで萱野茂氏の言葉を聴こう。 

 

                                                   
2 例えば、真珠湾攻撃と太平洋戦争との関係に比して、

なぜ米軍がハワイの真珠湾にそもそもいたのかがどれ

ほど問われているだろうか。 
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いまの日本人はあまりにも上手にアキアジを取りす

ぎます。川の入口や沖でガッチリと取ってしまって、魚

の「人権」も何もあったものではありません。 

自然との対話――魚をとるときにも、木一本切るとき

にも、アイヌはいろんなことで自然との対話をわすれま

せんでした。けれども今は少し、アイヌもふくめて日本

人全部がいろんなことで自然に逆いすぎています。 

自然はこわされようがたたかれようが、ひと言も口で

はお返ししませんが、必ずあとで仕返しに来ます。です

から、自然を大事にする心をもたなければ、いつの時代

にか自然がワッとおこって来て、アイヌもふくめた日本

人全体が自然にお返しを喰う日が来るんではないか。 

私たちはそれらの持てる力、もてる考えを大いに発揮

して、魚の権利、クマの権利、シカや立木の権利を認め

てやるために、立ち上がって、自然の側に立ってアイヌ

に、人間にチャランケすることを考えなければ大変だな

と、私は考えずにはおられません。（萱野1977：47-53） 

 

「魚の権利、クマの権利、シカや立木の権利」。この

言葉を聴くと、市民社会で前提とされる「人権」概念の

狭隘さに気づかされる。これは「自然保護」の思想では

ない。自然保護とは、人間と自然とをいったん切り離し、

自然を一方的な保護の客体とする人間中心主義のバリ

エーションである。「魚の人権」「自然との対話」。こ

の表現の奥にあるのは、それとは違って、自然界の存在

物に人間と同等の行為主体性を認める立場である。先住

民族の生活から語られるこの人間と自然との関係性に

立ち戻ることができるかどうか。この点に、「市民社会」

の脱植民地化の核心があるように思われる。 

 

越田清和さんを追悼する 

この全国キャラバンで報告をされた、越田清和さんが

半年も経たない2013年2月5日にこの世から旅立たれた。

越田さんはキャラバン当日も、病気のために体力が落ち

ているにも関わらず登壇し、着席しながらも、力強く熱

弁をふるった。その姿は、会場にいた人たちの脳裏に焼

きついていることだろう。越田さんは日本平和学会北海

道地区研究会の中心メンバーとして精力的な活動を続

けていた。それだけに北海道／アイヌモシリの私たちの

喪失感は大きい。このキャラバンの報告原稿「平和学と

植民地責任―市民の科学としての平和学をめざして」、

そして編著書『アイヌモシリと平和』（越田2012）に刻

まれた越田さんの言葉を読み返し、課題を引き継いでい

くことが、私たちの役目である。そのキーワードのひと

つがまさしく「脱植民地化」である。「脱植民地化のた

めの平和学とは」――これを問い続け、平和学を再創造

していくという課題が日本平和学会には残された。この

第4回全国キャラバンがそのための出発点となることを、

越田さんは願っていたであろう。 
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第５回全国キャラバンの報告 
 

【第５回全国キャラバン】 

 

「平和の再定義」を目指して開催している全国キャラ

バンの第５回研究会を、中部・北陸地区研究会との共催

により、2012年12月、名古屋で開催いたしました。国際

法・国際機構論分野の３本の報告を起点として、現代世

界における「平和の条件」をめぐる学際的で刺激的な対

話の場となりました。開催にご尽力いただいた中部・北

陸地区研究会の皆様、ご参加くださった皆様、ありがと

うございました。研究会の概要は、下記の阿部会員と西

会員の報告要旨、石田会員の討論要旨をご参照ください。

なお学会ＨＰには、阿部会員と西会員の報告ペーパーが

アップされておりますので、あわせてご参照ください。

（学会事務局：黒田俊郎） 

 

共通テーマ：法、人権、国際機構と平和の再定義 

 

日時：12月8日（土）午後2時～5時30分 

場所：南山大学名古屋キャンパス 

 

プログラム 

報告 

阿部浩己（神奈川大学）「核・開発・人権～ポスト3

／11の平和学」 

西平等（関西大学）「処罰による平和、赦免による平

和－古典的国際法におけるamnesty条項の意義」 

山田哲也（南山大学）「国際機構は〈平和の装置〉か

〈暴力の装置〉か？～国際機構論の存在意義を巡って

～」 

司会・討論 石田淳（東京大学） 

 

日本平和学会第５回全国キャラバン報告要旨：原子

力災害と人権 

阿部浩己（神奈川大学） 

 

天災と人災、つまりは不運と不正義の境界線をどこに

引くのかはけっして容易な作業ではないが、災害言説に

あって明瞭に感知できるのは、不正義が不運の領分に侵

入し続けている様である。災害はかつて人智を超える

「神の仕業」あるいは不運として処理される側面が強か

った。今日においても不可抗力（想定外の事態）ないし

天罰といったものに結び付ける思考様式は依然として

根強いものの、それでも、災害を超常現象ならぬ日常現

象ととらえ、科学的な知見に基づく予防措置等により防

災・減災が可能であるという認識が着実に広まっている

ことは紛れもない。 

こうした言説変容を促している要因の１つは、いうま

でもなく国家活動の拡大にある。現代は社会生活の隅々

にまで行政の規制が及ぶ時代であり、このため国家の責

任、言い換えれば「不正義」の局面が増幅されていくの

は事理の必然といってよい。また、政治過程へのアクセ

スの度合いによって住民の脆弱度が決せられることを

詳らかにしたセンの画期的分析が、ひとり飢僅の場合を

超えて災害一般に妥当するとの認識が共有されるよう

になったこともいうまでもない。 

不正義の領分の広がりは、災害時における住民・人間

の位置づけを転換させる誘因にもなっている。現に被災

者は、いまや強者の助けを待つ脆弱な「要保護者」から、

災害の防止と復旧・復興に主体的に関与する「権利の主

体」として立ち上げ直されている。「自然災害時におけ

る人々の保護に関するIASC活動ガイドライン」は、次の

ようにいう。「被災者は、単に慈善活動の恩恵を受ける

受動的な立場ではなく、特定の義務履行者に対し権利を

主張できる個別の権利保持者ということになる。…被災

者は法の真空地帯に生きているわけではない。被災者は、

国際的・地域的な人権文書を批准し、人権を保護する憲

法、法律、規則および制度を備えた国に住んでいる国民

である。従って、国家は、その管轄下にある市民および

その他の人々の人権を尊重し、保護し、充足する直接の

責任を負っている」。 

こうして災害が不正義や人権の文脈に引きつけて語

られるなかにあって、国際法秩序における災害の位置づ

けにも変化が生じつつある。災害、とりわけ自然災害と

国際法の規範的結び付きはこれまで希薄といってよい

ままに推移してきた。国家間の重大な利益に系統的にか

かわる安全保障や通商取引等とは異なり、自然災害は１

国内で収束する短期的な事態として、国際社会の対応も、

バッテル以来変わらぬ人道主義humanitarianismの発現

にとどまってきたところがある。もっとも、国際関係に

おいて顕現する人道主義には政治・外交的利害が仮託さ

れるのが常といってよく、このゆえに、災害をどう定義

し、いかなる場合に救援・救助活動を展開するかについ

て法的な縛りを緩やかにしておくことは、なにより各国

の主権的利益にかなう事態でもあった。 
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冷戦が終結し21世紀に入ると、災害（自然災害）は国

際関係に系統的関わりを持つ問題としての性格付けを

いっそう強めていく。災害のもたらす人的・経済的コス

ト、なかでも発展途上国の災害が引き起こすグローバル

経済への影響を看過できなくなってきたとの認識をそ

の背景に見て取れる。その一方で、災害は「人間の安全

保障」を含む安全保障言説の枠組みにあって安定した国

際秩序を紊乱する要因の１つとみなされるようになり、

さらには、上述したように災害と国際人権保障の結び付

きも強まっている。災害は、たとえ自然災害であっても、

人道主義の領野に据え置かれるものではなく、主権行使

の在り方を規制（調整）すべき法的課題へと、その位置

づけを変容しつつあるといってよい。 

原子力災害は、こうした災害言説一般と連動しつつも、

その際立った特異性ゆえに、特殊な法言説をもって表現

されてきているところがある。人権の視座を踏まえ、本

報告では、次のような目次を立てて報告した。 

 

１ 「不運」と「不正義」の間－災害言説の変容 

２ 核の平和利用への国際的対応 

（１）原子力災害の特異性 

（２）IAEAの安全規制と人権 

３ 原子力災害への人権アプローチ 

（１）国際人権機関における放射能汚染の取扱い 

（２）実体的権利としての環境権 

（３）国家の義務、環境権の手続的保障 

４ フクシマと人権 

（１）不正義の断層 

（２）被災者の位置 

（３）放射能の拡散 

５ 原子力と国際人権保障 

（１）国際法における核の平和利用・再考 

（２）「犠牲のシステム」と「開発」 

 

他の災害には見られぬ被曝という特異な危険性を有

し、人権の理念に違背する構造を有するものでありなが

ら、国際人権法言説は原子力発電の生み出す事態に微温

的な懸念を示すにとどまってきたきらいがある。原子力

の利用自体が国際法上適法とされていることに加えて、

高度の専門性と安全保障の機微にかかわる原子力の問

題はIAEA等の機関にその扱いを委ねるべきという意識

がその誘因になってきたことは否めまいが、同時に、原

子力が発電に結び付き、電力こそが経済成長（開発）の

支柱とされてきた事情もまた、核の平和利用への根源的

批判を抑制する大きな要因になってきた。 

国際法は、人権法も含めて、開発（発展）と「キャッ

チ・アップ」の思想を基に推進されてきた。伝統的な制

度を近代の制度に置換するのが開発であり、開発は「南」

が経済的に「北」に追いつくことを意味する。そして、

その過程を正統化する政治的機能が国際法に託されて

きた。人権の水準も、自由権であれ社会権であれ、基本

的には西洋の「先進的」制度を採用し拡充することによ

って向上するとの了解が共有されてきたといってよい。

こうした認識枠組みにあっては、開発そのものへの批判

的な視座は容易に涵養されず、なにより経済成長に随伴

する暴力を人権侵害として構成する言説の構築もこと

のほか困難であった。開発は一方にあっては国際人権法

の死角であり、他方では国際人権法を支えるイデオロギ

ーそのものでもあった。高度な危険性を有し、大規模な

人権問題を引き起こす原子力発電への微温的な態度に

は、開発あるいは経済成長に向けられた国際人権法の温

容が象徴的に透写されてもいる。 

イヴァン・イリイチがいうように、制度化・開発は、

官僚化された「専門家的権力」によって推進されてきて

いる。原子力発電はその典型というべきものであり、増

幅されるその専門家的権力システムの中に人間の生存

がまるごと絡め取られつつある。この事象と対極に位置

するものとして、イリイチは「人々が日常の必要を満足

させるような自立的で非市場的な行為」を意味するヴァ

ナキュラーvernacularな価値の重要性を説く。世界各地

に棲まう無数の人 ・々民衆が体現するそうしたヴァナキ

ュラーな価値への想像力を巡らすことは、専門家的権力

の帰結というべき3・11を経験した今日にあって、ます

ます有意性を増しているのではないか。必要な情報とい

っそう高水準の「安全規制」を確保することは当然とし

て、人権に対するこれほどの脅威とリスクを抱えた「核

の平和利用」（原子力発電）の存在そのものにどのよう

に向き合うかを根源的な次元で考究することは、いまや

国際人権保障に取り組むうえで避けて通れぬ営みとい

うべきである、ということを本報告のまとめとした。 

 

日本平和学会第５回全国キャラバン報告要旨：処罰

による平和、赦免による平和～平和条約における

Amnesty条項の意義について～ 

西平等（関西大学） 

 

伝統的な国際法は、国家間の権利・義務関係を規制す

るものと理解されており、したがって、その違反につい

ての責任追及も、国家に対してのみ行われると考えられ

てきた。しかし、このような伝統的国際法の思考が、違
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反を現実に行った者に対する責任追及を困難とし、人道

の理念の実現にとって障壁となる、という考え方が、20

世紀以降、強まっている。そのような考え方によれば、

違反行為を行った個人を確実に処罰することによって

こそ、国際人道法の実効的な遵守が確保され、ひいては

平和の維持に貢献することになる、というのである。こ

のような「処罰による平和」という構想を動因として、

20世紀末以降、国際人道法違反を理由とする個人処罰の

仕組みが、国際手続であるか、国内手続であるかを問わ

ず、急速に発展してきた。 

他方で、近年では、このような個人処罰の傾向に対し、

揺り戻しがみられる。それは、「赦免による平和」とい

うべき構想であり、具体的には、amnesty（個人責任追

及もしくは個人処罰の赦免）の役割の再評価として論じ

られる。そもそも、第一次世界大戦より前の古典的国際

法学においては、amnesty条項は、平和条約の基本原則

であり、明文の規定がなくともその趣旨が推定されると

考えられていた。このamnesty条項の基本的な意義は、

忘却（amnesia）によって、国家間戦争終結後も私人間

において対立が存続し続けることを遮断することであ

る。そして、その思想的な地盤は、戦争を国家間の関係

として構成することによって、私人をその影響からでき

る限りまぬがれさせようとした、古典的戦争法の基本原

理に求められる。 

今日の主要な戦争形態である内戦においては、集団

間・私人間の苛烈な憎悪と残虐が極まっており、このよ

うな状況に対して、果たして、「処罰による平和」と「赦

免による平和」のいずれがより良き構想であるか、とい

う問いは、十分に問われるに値するものであろう。 

 

第５回全国キャラバン討論要旨 

石田淳（東京大学） 

 

平和の再定義は、《平和の条件》を探求することを設

置目的に掲げる平和学会にとって、避けては通れない問

題であろう。今回は、国際法分野の３本の報告を起点と

した学際的な対話を期待したい。まず、討論者として、

個々の報告についての応答という形で問題を提起した

い。 

 

◇阿部浩己報告（「核・開発・人権～ポスト3／11の

平和学」）について 

既に多くの論者が指摘するように、原発問題の基本構

図は、現実の、あるいは潜在的な人権侵害（典型的には

事故による被災）が、単に科学的に不確実であるばかり

か、地域的に偏在しているために、多数者の権利を脅か

すものにならないゆえに、少数者の権利侵害が多数者の

黙認のもとに発生するというものだろう。まさに多数者

支配の死角に生じた問題と言える。 

たしかに、放射能による環境劣化は人権侵害であると

する議論には共感するが、被災者に対する手厚い事後救

済を要請する国際的な圧力は簡単に強まりそうもない。

というのも、被災者に対する人権侵害を放置したところ

で、それは領域主権国家体制の安定に対する脅威とはな

らないからである。この意味において、《少数者の権利

保障》を国際社会が要請するという20世紀の構図の再現

を期待することはできない。つまり、少数者集団に属す

る個人としての人権の保障を国際社会が求めたのは、そ

れを放置しては、集団としての権利を保障してくれる国

家の形成を、分離独立という形で求める動きに歯止めが

かからなくなるからではあった。補償（再配分）を要求

する主体である被災者には分離独立のような強力な選

択肢はなく、それゆえに事後救済を要請する国際的な圧

力も微温的なものにとどまるのではないか。 

 

◇西平等報告（「処罰による平和、赦免による平和―

―古典的国際法におけるamnesty条項の意義」）につい

て 

《処罰による平和》が想定する処罰には、国家間の平

和を脅かすもの処罰と、国内の平和を脅かすものの処罰

と二つある。言い換えれば、指導者個人の処罰にも、「平

和に対する罪」に責任のある指導者個人の処罰と、「人

道に対する罪」に責任のある指導者個人の処罰との二類

型がある。 

この処罰による平和の発想は、《棲み分けの秩序》と

の間に緊張関係を生む。すなわち、不干渉主義型の空間

的棲み分けの秩序と、旧体制下の、あるいは紛争下の残

虐行為を不問に付す時間的棲み分けの秩序である。とり

わけ、体制移行期や、紛争終結期において、体制移行前

の、あるいは紛争終結前の残虐行為・迫害行為に責任の

ある指導者個人の刑事訴追に踏み切ることは、紛争の交

渉による終結（negotiated settlement）や体制の交渉

による移行（negotiated transition）を阻害しかねな

い。政治学では、内戦後の和平交渉や非民主的体制の移

行のように、国内において完結する事象についても、指

導者個人の刑事責任の追及が、当該指導者を含む関係者

の合意形成（とそれに基づく紛争の終結や体制の移行）

を阻むことにはならないかという問題をめぐって、議論

が重ねられてきた。国際法思想が、平和の二面性を捉え

るものであったことに異論はないが、この二面性は必ず
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しも国際法思想に特有のものではないのではないだろ

うか。 

  

◇山田哲也報告（「国際機構は「平和の装置」か「暴

力の装置」か？――国際機構論の存在意義を巡って」）

について 

国際機構が、国際の平和および安全を維持・回復する

ために果たす役割を評価する際に考慮するべきは、国際

機構の存在が個別国家の行動に与える影響であろう。た

とえば、国際機構が平和にコミットすれば、平和は実現

されるというものだろうか。二つの局面を例に挙げよう。 

第一に、冷戦の終結後、国連安保理における常任理事

国が平和に対する脅威認識を共有するに至り、従前以上

に、平和に対する脅威を認定する範囲を拡大したことは

よく知られる。その結果何が起きたかと言えば、NATO

によるユーゴ空爆（1999年）、アフガニスタン戦争（2001

年）、イラク戦争（2003年）に見られたように、まず安

保理が積極的に脅威を認定したうえで、特定加盟国（ユ

ーゴスラヴィア、アフガニスタン、イラク）に一定の行

動を求める決議を採択し、それを受けて個別国家がその

履行を当該諸国に強要するものの、当該諸国がそれに応

じないために、米英等の個別国家が武力行使の威嚇を実

行に移すという形で戦争が勃発した。このように、安保

理が平和を維持・回復するために積極的に決議を採択し

た結果として、個別国家による武力行使が発生したので

ある。この平和の逆説とも言うべき現象はどのように理

解すればよいだろうか。 

第二に、冷戦終結後、国連を筆頭に、国際機構は紛争

後の平和構築に積極的な姿勢をとるようになったが、こ

れは武力紛争に伴う費用を第三者が肩代わりすること

を意味する。戦後の占領費用の負担を覚悟せずに武力行

使に踏み切れるとすれば、それは個別国家が武力行使を

躊躇する要因を取り除くことになりかねない。この意味

において、国際社会の積極的な平和構築活動は、個別国

家による武力行使を促進することにはならないだろう

か。 

 

 

日本平和学会協賛事業 

川崎市平和館の「企画展Plus3」報告 
 

毛利聡子(第20期副会長) 

■経緯 

2012年6月の理事会で、川崎市平和館開館20周年記念

企画への協賛が承認されました。この協賛事業は、全国

にある平和館・平和博物館・平和研究センターと日本平

和学会との関係を強化したいという第19期執行部の構

想を第20期執行部が引き継ぎ、協賛事業として実現の運

びとなったものです。川崎市平和館の運営においては、

かねてより大串和雄会員、遠藤誠治会員が運営委員を務

めており、日本平和学会との間にパイプがありました。

このことから、川崎市平和館との協働を全国の平和館等

と日本平和学会との関係構築の第１歩に位置づけまし

た。 

20周年を迎えた川崎市平和館では、常設の展示に加え、

テーマを設定した「企画展Plus3」と銘打った特別展示

（約１カ月）が行われ、その中の１日がイベントに当て

られることになりました。イベントは２部構成で、第Ⅰ

部は展示パネルを制作した高校生・大学生によるプレゼ

ンテーション、第Ⅱ部は講演とディスカッションで、日

本平和学会会員はプレゼンテーション時のディスカッ

ションを進めるモデレーターの役割を果たすとともに、

講演・ワークショップを担当しました。以下は、具体的

な活動内容です。 

 

■活動内容 

□第1回：テーマ「紛争と和解」            

開催期間：2012年6月26日～7月28日 

イベント：「ユースと語る紛争と和解」     

日時：2012年7月21日(土) 13:00-16:30 

参加者数：約60名（文教大学20名、フェリス大18名、

麻生高校10名、一般参加約10名） 

講師兼モデレーター：山田満会員（早稲田大学） 

内容：第Ⅰ部は、文教大学国際理解学科1年生の2チー

ムがルワンダでの内戦とガチャチャ裁判、ボスニア＝ヘ

ルツェゴビナ紛争、麻生高校３年生がアパルトヘイト問

題を取り上げ、プレゼンテーションを行った。紛争を起

こした当事者を処罰するのと赦すのと、どちらが紛争予

防につながるのかについて、他の参加者とともにディス

カッションを行った。山田会員がファシリテーターを務

めた。第Ⅱ部は、山田会員の講演が行われ、来場者と意

見交換をした。 
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（写真１ ファシリテーターを務める山田満会員） 

 

□企画展「メディアから考える平和」     

開催期間：2012年11月14日～12月13日 

第１回イベント：「ユースと語るメディア」   

日時：2012年11月17日(土) 13:00-16:30 

参加者数：約20名 

講師兼モデレーター：中野彩子会員（毎日新聞社コン

テンツ事業本部） 

内容：第Ⅰ部は中野会員によるアイスブレーキングの

後、明治学院大学の学生による２つのプレゼンテーショ

ンがあり、SNSと既存のメディアをめぐって参加者間で

ディスカッションを行った。第Ⅱ部は、自らが主要なマ

ス・メディアに身をおく中野会員から、マス・メディア

とＳＮＳそれぞれの利点と欠点が提示され、メディア・

リテラシーに対する問題提起がなされた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真２ レクチャーをする中野彩子会員） 

 

第２回イベント：「日本平和学会と考えるメディア」   

日時：2012年12月1日(土) 13:00-16:30 

参加者数：約20名 

ドキュメンタリー映画 「ヒロシマナガサキ～白い光、

黒い雨、あの夏の記憶～」 

 解説／高原孝生会員（明治学院大学）    

司会進行／石田淳会員（東京大学） 

内容：スティーヴン・オカザキ監督のドキュメンタリ

ー映画『ヒロシマ・ナガサキ――白い光・黒い雨』を題

材に、ドキュメンタリー作品が戦争における暴力をどの

ように描くかによって、われわれの平和観・戦争観がど

のような影響を受けるかという問題を、映画の解説と来

場者との討論を通じて考えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真３ 解説をする高原孝生会員） 

 

□第2回：テーマ「貧困と格差から考える平和」 

開催期間：2012年12月22日～2013年1月31日 

イベント：「ユースと語る貧困と格差」  

日時：2013年1月19日（土）14：30～18：00 

参加者数：約20名（住吉高校４名、麻生高校3名、明

治学院大6名、一般参加者7～8名） 

講師兼モデレーター：堀芳枝会員（恵泉女学園大学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真４ 講演をする堀芳枝会員） 

 

内容：アイスブレーキングの後、住吉高校、麻生高校、

明治学院大学から３つのプレゼンテーションがあり、各

グループでディスカッションを行った。第Ⅰ部は、小グ

ループに分かれたこともあり、活発な意見交換がなされ

た。住吉高校では、総合的な学習の時間を使って国際理

解講座を開き、生徒がテーマを選んで調べ学習を行い、
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今回はその中からベストに選ばれた生徒が発表をして

くれた。とても意識が高く驚かされた。第Ⅱ部は、堀会

員から「貧困と格差から考える平和～海の向こうの彼女

たちと私たちを結ぶモノ～」というテーマで講演が行わ

れた。「100円ショップ」を事例に、身近なモノの生産が

アジアの女性たちの低賃金長時間労働の上に成り立っ

ているという問題が提示された。 

 

□第3回 テーマ：「ヒトの移動から考える平和」 

開催期間：2013年2月7日～3月5日 

イベント：「ユースと語るヒトの移動」    

日時：2013年2月24日（日）13:00-17:00 

講師兼モデレーター：荻村哲朗会員（神奈川大学）、

紀仁（東海大学） 

参加者数：約25名（横浜商業高校5名、明治学院大学5

名、Let’s 国際ボランティア交流会、一般参加者） 

内容：第Ⅰ部では、４つのグループに分かれてアイス

ブレーキングを行い、それぞれの移動の経験について語

った。次に横浜商業高校グローカリ部が「6つの視点か

らヒトの移動」というテーマでプレゼンテーションを行

った後、明治学院大学ピースリングが横浜市泉区と大和

市にまたがる県営いちょう団地でのフィールドワーク

の結果を発表した。各グループでディスカッションを行

った。第Ⅱ部では、はじめに川崎市で国際相互理解・多

文化共生社会の実現に取り組んできた小倉敬子さんよ

り、Let’s 国際ボランティア交流会の設立、活動につ

いての報告があった。行政にして欲しいと言うのではな

く、自分たちが始め、実績を積むことによって、行政が

注目し、活動が制度化されていくという自らの経験にも

とづくお話は非常に説得力があった。続いて、22歳の時、

ボートピープルとしてベトナムを逃れ日本に来た紀仁

氏が、自らの祖国脱出の体験を語った。荻村会員が質疑

応答の形で紀仁氏から30年前の体験を引き出した。参加

者は、ベトナム脱出時の過酷な体験を直接、聞くことが

でき、貴重な機会となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真５ ベトナムを脱出する時の様子を話す紀仁氏。

右は荻村会員） 

 

■今後の取り組みについて 

協賛という形で川崎市平和館の活動に関わるのは、初

めてだったこともあり、手さぐり状態で始まりました。

高校生・大学生が授業の一環、あるいは課外活動として、

主体的に平和の問題に取り組んでいる様子を目の当た

りにして、もっと多くの大学が高校との連携を平和学関

連の授業に組み込むべきではないかという思いを強く

しました。広報は、川崎市の専門調査委員である暉峻僚

三氏にお任せしてしまいましたが、日本平和学会として

も、もっと広報活動に取り組むことができたのではない

かと反省しています。 

1年がたち、当初の目的である全国にある平和館・平

和博物館・平和研究センターと日本平和学会との関係を

有機的に構築していくためには、今後、常設の体制を学

会内に作っていく必要があると考えられます。今年度の

経験をもとに、第20期執行部として次なるステップを検

討し、学会の皆さんからご意見・アドバイスを頂きたい

と思っております。 

 

 

大阪女学院大学国際共生研究所 「『国際共生』とは何か」 報告 
 
テーマ：『国際共生』とは何か：東北アジアの平和構

築を例に 

講演者：ヨハン・ガルトゥング博士 ＮＧＯトランセン

ド主宰 

主催：大阪女学院大学 国際共生研究所 

協力：トランセンド研究会、日本平和学会関西地区研究

会 

ファシリテーター：奥本 京子 大阪女学院大学 教授 

日時： 2013 年 4 月 12 日（金） 18 時 15 分～20 時 30

分（受付 17 時 45 分から） 

会場： 大阪女学院大学 会議室１ 

 

報告（要約） 

一般に「共生」とはポジティブな概念としてとらえら

れているであろう。それに対して「国際」とは現在の国

際情勢を鑑みるとネガティブな印象が強いのではない

か。この 2つの概念を合わせると、何が言えるか。東北

アジア地域を例にとって考えてみよう。 
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 まず、「共生」の概念にあるものは、Conviviality

（饗宴・ともに食事をする、「共生」とほとんど同義）、

Tolerance（寛容）、Conversation（会話）、Commonality

（共通性）の 4点であろう。今までの（日本の）「共生」

概念には、ひょっとしたら垂直構造や集団的指向により

暴力が忍び込む可能性があったかもしれない。そこでは、

均衡な関係を築くのが難しかったのではないか。家族・

隣近所・村・宗教集団単位から発生した「共生」概念は、

国家・国際レベルにおける共生には、本来、そぐわない

ことかもしれない。 

 しかし、東北アジアのコンフリクトを考えるとき、そ

こには、「国際共生」によっての解決の糸口を見つける

可能性があるだろう。日本・韓国・北朝鮮・中国のすべ

てが均衡な関係を持ち、相互に関与するところから始ま

るであろう。そして、その４か国が、さらに米国との均

衡を保つことができれば、そこには、東アジア共同体が

成り立つ。それこそが、「国際共生」の実現となろう。

米国は、北朝鮮と外交関係を正常化し、平和条約を結ぶ。

北朝鮮は、核兵器に対するコントロールをほかの核兵器

保有国と同様の枠組みのコントロール下に置くという

ことを約束する。日中関係においても、尖閣諸島を、排

他的経済圏を超えて、東アジア共同体の管轄下に置く

（例えば、尖閣諸島から得る収入を、日本に 40％、中

国に 40％、東アジア共同体に 20％とする）。モンゴル、

極東ロシア、他の地域も、この共同体に含まれる可能性

もあろう。東アジア共同体は、米国をはじめとし太平洋

諸国と均衡な関係を持つ。これらのような、すべての良

いアイデアを持ち寄って、一つのお鍋に入れて、試して

みるのである。ゼロサムゲーム・メンタリティを変え、

共生メンタリティを創造する。エンパシー（理解するこ

と）とダイアローグによって、「国際共生」は実現する

であろう          

（要約文責 奥本京子） 

 

 当研究会における報告の改訂版は次に掲載されてい

る（英語）。Johan Galtung, “USA-East Asia Looking 

Into the Abyss”15 Apr 2013 - TRANSCEND Media 

Service 

(http://www.transcend.org/tms/2013/04/usa-east-asia-lo

oking-into-the-abyss/) 

 

 

 

 

 

 

2013年度 秋季研究集会自由論題部会（パッケージ提案）の募集 
 

日本平和学会では、2013年度秋季研究集会での自由論

題部会のパッケージ提案（報告・討論・司会をパッケー

ジにしてご提案していただくもの）を募集します。（単

独での報告希望者は、別途募集内容を参照してくださ

い。） 

 

開催日及び会場 

2013年11月9日（土）～10日（日）於 明治学院大学

（白金キャンパス） 

（なお自由論題部会（パッケージ提案）の開催日は2

日目を予定しています。） 

 

応募可能な方 

部会構成員の全員が日本平和学会会員または応募の

時点で入会申請書が受理済の方 

 

応募方法 

パッケージ提案の代表者の氏名、所属、連絡先(e-mail 

アドレスを含む)、部会のテーマとその趣旨、部会の構

成、各報告者名とそれぞれの報告題目およびその概要

(1000〜 2000 字程度)を記し、下記の日本平和学会企画

委員会委員長宛に、郵送または電子メールでご応募下さ

い。なお、採用させていただくパッケージ提案につきま

しては、企画委員会から若干の変更などをお願いする場

合があります。 

 

締め切り 

2013年6月30日(日)（郵送の場合は30日必着） 

 

選考方法と結果の通知 

企画委員会において選考を行い、採用の可否を 2013 

年 7月下旬を目処に、応募された代表者全員にお知らせ

いたします。 

 

応募・問い合わせ先 

毛利聡子(日本平和学会第20 期企画委員会委員長)  

〒191-8506 東京都日野市程久保2－1－1 

明星大学人文学部国際コミュニケーション学科 

TEL: 042-591-5909 

e-mail: mouri@eleal.meisei-u.ac.jp 

 

 

http://www.transcend.org/tms/2013/04/usa-east-asia-looking-into-the-abyss/
http://www.transcend.org/tms/2013/04/usa-east-asia-looking-into-the-abyss/
http://www.transcend.org/tms/2013/04/usa-east-asia-looking-into-the-abyss/
http://www.transcend.org/tms/2013/04/usa-east-asia-looking-into-the-abyss/
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2013年度 秋季研究集会自由論題部会（単独報告）の募集 
 
日本平和学会では、2013 年度秋季研究集会における

自由論題部会での報告希望者を募集します。（自由論題

部会のパッケージ提案については、別途募集内容を参照

してください。） 

 

開催日及び会場 

2013 年 11 月 9 日（土）～10 日（日）於 明治学院大

学（白金キャンパス） 

 

応募可能な方 

日本平和学会会員または応募の時点で入会申請書が

受理済みの方 

 

応募方法 

報告を希望される方は、氏名、所属、連絡先住所およ

び e-mail アドレス、報告タイトル、報告の概要(1000

～ 2000 字程度)を記し、下記の日本平和学会企画委員

会委員長宛に、郵送または電子メールでご応募下さい。 

また、報告に関連する業績が既にある方は、ハードコ

ピーまたはファイルを添付してください。 

 

締め切り 

2013 年 6 月 30 日(日)（郵送の場合は 30 日必着） 

 

選考方法と結果の通知 

企画委員会において選考を行い、採用の可否を 2013 

年 7 月下旬を目処に、応募者全員にお知らせいたしま

す。 

 

応募・問い合わせ先 

毛利聡子(日本平和学会第 20 期企画委員会委員長)  

〒191-8506 東京都日野市程久保 2－1－1 

明星大学人文学部国際コミュニケーション学科 

TEL: 042-591-5909 

e-mail: mouri@eleal.meisei-u.ac.jp 

 

 

『平和研究』第42号の投稿の呼びかけ 
 

『平和研究』第42号は、「平和の主体論」というテー

マの下で、2014年6月に刊行を予定しています。本号で

は、平和の「主体」、「担い手」に関する論稿を幅広く

募集いたします。 

現在、一国内にとどまらない形で貧困と排除が進行し、

新たな雇用の形は人びとの生活をより脆弱なものにし

ています。また、国家間関係にとどまらない形の武力行

使も大きく問題化しています。こうした〈暴力〉に対し

て、国家が平和の排他的な主体であることは不可能であ

ることが明らかになっています。もちろん、事実（de  

facto）としての暴力の存在を前にして、どのように政

策的に対応するのかということは重要です。しかし、こ

うした対応は、国際組織によるものであれ、政府による

ものであれ、これまでの構造を前提とした上での改良主

義にとどまってしまう危険性も伴っています。 

今も昔も、構造自体を組み替える際の主体として立ち

現れてきたのは、事実としての暴力を「にもかかわらず」

認めない、という「自分にとっての正しさ」にこだわっ

た人びとの規範的な対応です。圧倒的な暴力を前に、「に

もかかわらず」「自分にとっての正しさ」を手放さず、

生き延びようとする人びとの対応・抵抗は、どのように

構造と切結んでいくのでしょうか。また、彼らの抵抗は

おそらく外側に向けられるだけではなく、自分の内側、

暴力を支えてきた自らの志向性自体へと向かうのかも 

 

しれません。なぜなら、日本でも、南の社会でも、北の

社会でも、構造は巧みな形で人びとの暮らしや心理に浸

透しているからです。 

特に3月11日以降、原発からの放射線の漏洩とその影

響は一国内にとどまらないのはもちろんのこと、「核の

平和利用」や「経済成長」といった私たちの生活のあり

方を規定してきた前提そのものを問い直すことにつな

がっています。こうした状況の中で、被災地の人びと、 

あるいは放射能の影響から逃れようとする人びとの苦

悩は深まっています。圧倒的な構造の力を前にした絶望

もあちこちでみられます。それでも、暮らしの場から、

地域の場から、人と人のつながりの中から、一人ひとり

の内から、日本でも世界でも、様々な試みが立ち現れて

います。 

以上を踏まえ、従来の「平和の主体」あるいは「変革

主体」として考えられてきた主体にとどまらない、暮ら

しの場を含む多様な場での多様な主体に関するご高論

を期待しています。政治学や法学の他、社会学、人類学、

歴史学、哲学、開発学、環境学等の多様なディシプリン、

あるいは「ディシプリン」を超えた視点からの応募を積

極的に歓迎します。 

なお、投稿された論文は査読を経たうえで編集委員会

が掲載の可否を判断いたします。ふるってご応募下さい。 
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分量：1万6000字以内（厳守） 

投稿の申し込み締切り：2013年5月31日 

投稿原稿の提出締切り：2013年8月31日 

応募先：舩田クラーセンさやか（東京外国語大学）

sayakafc(a)tufs.ac.jp 並びに浪岡新太郎（明治学院

大学）namiokas(a)k.meijigakuin.ac.jpにお送りくださ

い。 

投稿申込み方法：左記を締め切りまでに送信下さい。（1）

論文仮題、（2）要約（2000字程度）、（3）住所、電話・

ファックス番号、メールアドレス。 

注意事項： 

＊投稿資格は会員または会員登録申請中の方に限り

ます。 

＊提出論文について：申込みの仮題・要約に沿ったも

ののみ受け付けます。 

＊申込みには受領確認メールを返信いたしますので、

万一返信がない場合は再度ご連絡ください。 

 

 

地区研究会報告 

 

関西地区 

 
関西地区研究会としては、第 20期 2012 年度活動は以

下の通りであった。 

１）2012 年 9 月 16 日 13：30～16：00「平和アニメ＆ピ

ースセッション」と題し、大阪社会フォーラムにてブー

スを 1つ借り、企画・運営。平和教育アニメーションプ

ロジェクト、トランセンド研究会、日本平和学会関西地

区研究会による共同主催、ファシリテーターは、奥本京

子と想本絵理、エルおおさかを会場にアニメの上演とワ

ークショップが実践された。アニメＤＶＤとブックレッ

ト『みんながＨａｐｐｙになる方法』を、平和教育・活

動の一例として紹介し、平和の創り方を具体的に提示、

参加者に実践を呼びかける。紛争解決型方法論を、アニ

メという年齢を問わず用いることのできるツールを通

して普及しようとする画期的な試みであろう。                    

２）2012 年 11 月 29 日（木）18:00～20:30「中国にお

ける平和学事情：日中間の和解をめぐって」と題し、劉

成（中華人民共和国・南京大学歴史学系教授）による講

演と質疑応答。立命館大学社会システム研究所アジア社

会プロジェクトが主催、日本平和学会関西地区研究会が

協賛の形で、キャンパスプラザ京都において行われた。

中国において平和学・紛争転換学を普及しようとする劉

教授による、今までの道のりや工夫について話を聞く。

その後、参加者からは、中国において平和学を普及する

にあたっての苦労や課題について質疑応答を行った。中

国の状況を知る貴重な機会となった。 

３）2013 年 2 月 1日（金）18：00～20：30「核兵器、

平和の文化、そして芸術アプローチ」と題し、スティー

ブン・リーパー（広島平和文化センター理事長）による

講演を企画・運営。日本平和学会関西地区研究会、NARPI

日本ネットワークが共同主催し、大阪女学院大学・短期

大学を会場として実施された。氏の長年にわたる平和に

関する仕事を通し、核兵器廃絶や脱原発について学ぶ。

また、平和の文化、平和を創るための芸術アプローチの

役割について、「Project Now!」の活動を通して参加者

と共に議論を試みた。 

（文責：世話人、奥本京子） 
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日本平和学会第20期役員 
（2012年1月1日～2013年12月31日） 

 
  

【執行部】 

会長    阿部浩己 

副会長   高原孝生、毛利聡子 

企画委員長 毛利聡子 

編集委員長 佐々木寛 

渉外委員長 君島東彦 

広報委員長 小田博志 

事務局長  黒田俊郎 

 

【理事】 太字は地区研究会代表者 

［北海道・東北］ 小田博志、片野淳彦 

［関東］       阿部浩己、石田淳、石田勇治、内海愛子、遠藤誠治、勝俣誠、吉川元 

首藤もと子、小林誠、佐伯奈津子、高原孝生、竹内久顕、浪岡新太郎 

蓮井誠一郎、古沢希代子、堀芳枝、毛利聡子、最上敏樹 

［中部］          黒田俊郎、児玉克哉、佐々木寛、山田哲也 

［関西］          秋林こずえ、内田みどり、大津留（北川）智恵子、奥本京子、木戸衛一 

君島東彦、土佐弘之、峯陽一、山根和代  

［中国・四国］   佐渡紀子、篠田英朗、高橋博子 

［九州］          石川捷治、大平剛、木村朗 

［沖縄］          島袋純、高良鉄美 

 

【監事】          ロニー・アレキサンダー 、横山正樹 

 

【委員会】 

［企画委員会］ 足羽與志子、岡野内正、柄谷利恵子、金敬黙、島袋純、 

清水奈名子、竹内久顕、戸田真紀子、藤岡美恵子、毛利聡子 

［編集委員会］ 桐山孝信、黒崎輝、佐々木寛、佐藤史郎、浪岡新太郎、西平等、 

蓮井誠一郎、舩田クラーセンさやか 

［渉外委員会］ 浅川和也、奥本京子、君島東彦、清末愛砂、中野佳裕、山根和代 

［広報委員会］ 阿知良洋平、石井正子、小田博志、佐藤壮広、前田幸男  

［事務局］   近江美保、小澤薫、黒田俊郎、浪岡新太郎 

 

【40周年企画ワーキンググループ】＊はワーキンググループ主任 

［『平和を考える50冊』ワーキンググループ］ 

＊佐々木寛、＊堀芳枝 

［『平和研究20の論点』ワーキンググループ］ 

＊遠藤誠治、黒崎輝、佐伯奈津子、高原孝生、墓田桂、山田哲也 

［『戦争と平和を考えるドキュメンタリー50選』ワーキンググループ］ 

＊石田淳、内海愛子、我部政明、東大作、最上敏樹 
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①平和学の方法と実践  責任者：遠藤誠治 

②憲法と平和  責任者：君島東彦 

③東南アジア 責任者：日下部尚徳 

④植民地主義と平和（旧称：市民と平和）   責任者：佐伯奈津子、藤岡美恵子 

⑤軍縮・安全保障 責任者：佐渡紀子 

⑥アフリカ 責任者：篠原 收､藤本義彦 

⑦環境・平和 責任者：平井朗、鴫原敦子 

⑧平和教育 責任者：竹内久顕 

⑨ジェンダーと平和 責任者：森玲子 

⑩平和文化 責任者：鈴木規夫、渡辺守雄 

⑪発展と人間安全保障 責任者：原田太津男、佐藤元彦 

⑫難民・強制移動民研究 責任者：小泉康一 

⑬非暴力 責任者：松本孚 

⑭グローバルヒバクシャ 責任者：高橋博子、竹峰誠一郎 

⑮平和と芸術 責任者：福島在行 

⑯公共性と平和 責任者：玉井雅隆 

⑰ジェノサイド研究 責任者：石田勇治 

⑱平和運動 責任者：清水竹人、木村朗 

⑲戦争と空爆問題研究会 責任者：荒井信一、伊香俊哉、前田哲男 

⑳琉球・沖縄・島嶼国及び地域の平和 責任者：松島泰勝 

 

分科会責任者連絡会議世話人 平井 朗 

       同 副世話人 佐渡紀子 

 

※ 連絡先については学会ホームページで各分科会のページを参照してください。 
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